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１．空港工事に伴う工事標識 

（１）工事標識の設置箇所は、工事現場入り口の一般通行人の見やすい場所とし、形式は

下図のとおりとする。 

（２）表示内容に変更が生じた場合は、直ちに修正するものとする。 

（３）「期間の明示」は一目でわかるように、終了日のみを明示する。また、工事終了日お

よび工事時間帯については、実際の施工期間を明示すること。 

（４）色彩は、「ご協力をお願いします」、「工事名」は青地に白抜き文字とし、工事目的の

「○○○を行っています」、「工事期間」、は青色文字、その他の文字は黒文字および

線は黒色で白地とすること。 

（５）上記に規定していない事項については、監督職員と協議して実施すること｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○○空港○○改良工事 



２．空港工事の留意点 

 

Ⅰ．総則 

１．一般 

空港工事には、空港を新設する場合と、供用中の空港を改良整備する場合とがある。 

改良整備する場合においては、航空法等の諾規定を遵守して、航空機の運航の安全

を確保し、慎重に施工しなければならない。 

２．空港工事の特殊性 

空港工事では、航空機の運航の安全確保が最優先される。 

このため、航空法等の関係法規で制隈表面の遵守や制限区域における工事の実施に

かかる規定等が定められており、これらの規定に低触しないよう空港工事を実施しな

ければならない。 

３．空港工事の留意点 

空港工事を実施する場合は、次の点に留意しなければならない。 

① 航空機の運航の安全を確保する。 

② 航空保安施設への影響を極力少なくする。 

③ その他空港の施設や空港の運用への影響を少なくする。 

 

Ⅱ．一空港工事に関する諸規定 

１．航空法 

空港工事を行う場合は、航空法第 49 条（物件の制限等）が遵守されなければならな

い。 

航空法第 49条では制限表面として進入表面、転移表面、水平表面等を規定しており、

これらの表面の上にでる物件の設置を禁止している。 

２．空港管理規則 

空港工事を実施するため制限区域内に立入る場合等においては、空港管理規則にし

たがわなければならない。 

３．航空保安業務処理規程 

航空保安業務処理規程は、全 13 編から成り立ち、このうち主に次の規程が、空港の

工事に適用される。 

① 第４ 航務業務処理規程 

② 制限区域内工事実施指針 

③ 除雪作業実施指針 

④ 第 12 警備業務処理規程 

 



Ⅲ．空港工事に伴う諸手続 

１．運航制限に必要な手続 

工事の実施に伴い、運航制限が必要となる場合には、制限区域内工事実施指針によ

り、所要の手続を行い、円滑な工事の実施に支障をきたさないようにしなければなら

ない。 

２．航空情報発行手続 

空港工事の実施に伴い運航制限が必要となる場合には、航空法第 99条の規定により、

ノータム等の航空情報が発行される。 

航空情報の発行手続は、航空保安業務処理規程第 4航務業務処理規程にしたがわな

ければならない。 

３．制限区域内立入許可手続 

制限区域内立入許可（承認）に関する手続等には、航空保安業務処理規程第 4航務

業務処理規程が適用される。 

４．仮設用地等の一時使用手続 

空港内に工事用の仮設用地を必要とする場合、空港事務所の使用承認を得なければ

ならない。この場合には、空港管理規則の規定にしたがって一時使用の手続をとらな

ければならない。 

 

Ⅳ．制限区域内における工事の実施 

１．工事実施に必要な保安措置 

制限区域内における工事の実施にあたっては、制限区域内工事実施指による保安措

置を講じなければならない。 

２．工事の実施 

制限区域内での工事は、航空機の運航の安全確保と工事の安全管理に十分留意して、

制限区域内工事実施指により工事を実施しなければならない。 

 

Ⅴ．空港工事における安全対策等 

１．安全対策 

供用中の空港で工事を行う場合の最も重要なことは、航空機の運航の安全を図りな

がら、工事を安全に実施することである。このためには、通常行われる工事の安全対

策に加えて、空港の特殊性からくる安全対策に十分留意しなければならない。 

２．事故発生時の措置 

空港工事において事故が発生した場合には、ただちに関係機関へ通報し、適切な措

置をとらなければならない。 

また、その原因を明らかにし、事故の再発防止に努めなければならない。 

３．工事中の災害の防止 



工事中における災害の主なものとして、次に示すものがある。 

①台風、②豪雨、③波浪、④地震、⑤その他不測の事態 

これらの災害については、日頃からその対策を研究し、工事中の災害の防止に努め

なければならない。 
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Ⅰ 総 則 

１ 目 的 

本指針は、航空法施行規則（昭和 27 年運輸省令第 56 号。以下「規則」という。）第 92

条第 3号に掲げる保安上の基準に基づく工事の実施指針を定めることにより、航空機の運航

の安全確保と工事の安全管理に万全を期すことを目的とする。 

２ 本指針の適用 

本指針は空港法（昭和 31 年法律第 80 号）第 2条に規定する空港及び同法附則第 2条第

1項に規定する共用空港（民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律附則

第 2条第 12 項第 1号に規定する民間航空専用施設に限る。以下同じ。）の制限区域内にお

いて実施される新設工事、改良工事、撤去工事、維持修繕工事（除雪工事を除く。）及び

測量・調査に適用する。 

３ 用語の定義 

この指針における用語の定義は、次のとおりとする。 

(1) 「制限区域」とは、空港管理規則（昭和 27 年運輸省令第 44 号）第 5条に定める制限区域

をいう。 

(2) 「供用の休止」とは、１暦日以上空港又は航空保安施設の供用を全面的に停止することを

いう。 

(3) 「施設制限」とは、滑走路、誘導路、エプロン及びその他の空港の施設又は航空保安施設

の一部について使用を禁止する制限をいう。 

(4) 「時間制限」とは、空港の施設又は航空保安施設の運用時間を短縮し、又は変更する制限

をいう。 

(5) ｢空港管理者｣とは、以下のいずれかの該当するものをいう。 

① 保安上の基準に従って空港を管理する者（国が管理する空港を除く。）

② 国が管理する空港においては、当該空港に置かれた空港事務所長（国際空港長若し

くは空港長） 

③ 共用空港においては、当該空港に置かれた空港事務所長

(6) 「工事発注者」とは、工事の発注を行った者をいう。 

(7) 「工事受注者」とは、契約により工事を施工する者をいう。 

(8) 「重要な運航制限」とは、供用の休止並びに施設制限及び時間制限のうち、航空運送事業

のスケジュール若しくは機材の大幅な変更又は当該空港の最低気象条件の変更を要するも

のをいう。 

(9) 「軽微な運航制限」とは、重要な運航制限以外の運航制限をいう。 

(10) 「内側転移表面」とは、無障害空間を確保するため、滑走路の近くに無ければならない航

行援助施設、航空機及び車両を規制する障害物制限表面であり、別図（7）に示すとおり、

滑走路中心線と平行に着陸帯外側へ 60ｍ（コードＦの航空機が着陸する滑走路においては
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77.5ｍ）の位置から着陸帯の外側上方へ 1／3の勾配を有する平面で、その末端は水平表面

との交線である。 

(11)  「大型機械」とは、杭打機械、クレーン、ブルドーザ、モータグレーダ、トラック、バッ

クホウ、アスファルトフィニッシャ、トラクタ牽引式草刈機及びこれらに類する 大型の建

設工事用機械をいう。 

(12) 「小型機械」とは、小型草刈機、ランマその他の大型機械以外の建設工事用機械をいう。 

４ 工事の実施に当たっての責務 

工事の実施に当っては、航空機の運航の安全確保と工事の安全管理について常に留意す

るとともに、当該工事の実施に伴う航空機の運航制限を最小にとどめるよう努めるものと

する。 

５ 工事等作業のための制限区域内立入等に係る調整等 

工事等作業のための制限区域内立入等に係る調整等については、「空港運用業務指針」

（平成 17 年 9 月 9日付、国空用第 124 号）第４章「工事等作業のための制限区域立入等の

取扱い」により実施するものとし、ＩＬＳ制限区域については、ＩＬＳの運用に従事して

いる者又は空港の設置管理者（共用空港においては当該空港の空港事務所長。以下同じ。）

が指名した者と事前に調整するものとする。 

６ 本指針によることができない場合の措置 

特殊な事情により、本指針に沿った措置が講ずることができず、本指針から逸脱した措置

を取らざるを得ない場合は、当該措置により本指針の目的が妨げられないことを確認し、あ

らかじめ航空局安全部空港安全・保安対策課に照会を行うものとする。 
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Ⅱ 運航制限に必要な手続等 

１ 運航制限の区分 

運航制限の区分は、次のとおりとする。 

(1) 供用の休止 

(2) 使用方法の制限 

① 施設制限

② 時間制限

２ 運航制限の事務処理 

(1) 運航制限の計画 

空港の設置管理者は、工事の実施に伴い運航制限を行うときは、あらかじめ工事発注者、

航空会社及び関係機関（ＩＬＳ制限区域については、ＩＬＳ運用に従事している者又は空

港の設置管理者が指名した者。共用空港については自衛隊の現地部隊及び防衛局等を含

む。）と協議するものとする。 

ただし、維持修繕工事（大規模なものを除く。）及び測量・調査に伴う運航制限につい

ては、この限りでない。 

(2) 運航制限の決定期日 

運航制限の決定は、「航空情報発行手続要領」（平成 19 年 6 月 21 日付け、国空用第 92

号）に従い、航空情報通報締切日の時期以前に行うものとする。 

(3) 供用の休止の告示 

決定しようとする運航制限が供用の休止を含む場合は、航空局関係課室に航空法（昭和

27 年法律第 231 号）に基づく告示の手続を依頼するものとする。 

(4) 運航制限の変更 

運航制限を変更する場合は、上記(1)から(3)までの定めに準じて事務の処理を行うもの

とする。 
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Ⅲ 工事の実施に必要な保安措置 

空港の設置管理者は、工事の実施に当たり、工事発注者及び工事受注者と次に定める保安

措置について、着工に先立ち調整するものとする。 

１ 工事案内板及び工事境界標識 

(1) 工事区域の出入口付近に別紙様式(1)に示す工事案内板を設置しなければならない。ただ

し、維持修繕工事、測量・調査及び空港の設置管理者が安全上支障ないと認めた新設工事、

改良工事及び撤去工事は、この限りでない。 

(2) 空港の設置管理者が安全を確保するため必要と認めた場合は、工事区域に工事境界標識

（バリケード、内照式のコーン等）を設置するものとする。 

２ 見 張 人 

空港の設置管理者が安全を確保するため必要と認めた場合は、制限区域の出入口、工事車

両が航空機の移動区域を横断する箇所等に見張人を配置するものとする。 

３ 工事仮設物及び工事機械の保安措置 

(1) 工事仮設物及び工事機械は、航空機から容易に識別される鮮明な色で塗装されているもの

又は「空港運用業務指針」第 2 章「制限区域立入及び車両使用の取扱い」に定める車両用

標識旗を車両外に掲げるものとする。 

(2) 空港の設置管理者が安全を確保するため必要と認めた場合は、工事仮設物又は工事機械に

航空障害灯又は点滅灯を設置するものとする。 

４ 工事受注者の安全管理体制 

(1) 工事受注者は、あらかじめ安全管理体制を確立し、責任の所在を明確にするとともに、事

故又は緊急の事態に対応できるよう全ての作業員を対象とした指揮系統を定めておくもの

とする。 

(2) 工事受注者の現場代理人は、工事の実施中においては、工事現場に常駐し、空港の設置管

理者及び工事発注者と常に連絡がとれる措置をあらかじめ講じておくものとする。 
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Ⅳ 工事実施要領 

１ 一 般 

(1) 工事区分 

工事の区分は、次のとおりとする。 

① 工事の場所による区分（別図(1)参照）

a. 滑走路又は過走帯における工事

b. 滑走路ショルダー（所定の幅、強度及び表面を有し、滑走路の両側に接する区域を

いう。以下同じ。）における工事

c. 着陸帯(1)（着陸帯のうち非計器用着陸帯として確保すべき部分であって滑走路、

過走帯及び滑走路ショルダーを除いたものをいう。以下同じ。）における工事

d. 着陸帯(2)（着陸帯のうち滑走路、過走帯、滑走路ショルダー及び着陸帯(1)を除い

た部分をいう。以下同じ。）における工事

e. 誘導路（エプロン誘導路及び高速脱出誘導路を含む。以下同じ。）又はエプロンに

おける工事

f. 誘導路ショルダー（所定の幅、強度及び表面を有し、誘導路の両側に接する区域を

いう。以下同じ。）における工事

g. 誘導路帯（固定障害物の設置が禁止されている誘導路に接した区域であって誘導路

ショルダーを除いた部分をいう。以下同じ。）又はエプロンショルダー（所定の幅、

強度及び表面を有し、エプロンの縁に接する区域をいう。以下同じ。）における工

事

h. 滑走路端安全区域(1)（（以下、「ＲＥＳＡ(1)」という。）滑走路端安全区域（航

空機がオーバーラン又はアンダーシュートを起こした場合に航空機の損傷を軽減さ

せるため、着陸帯の両端に設けられる施設をいう。以下同じ。））のうち、幅は滑

走路幅の２倍、長さは着陸帯から 90ｍ（別図（１）参照）における工事

i. 滑走路端安全区域(2)（（以下、「ＲＥＳＡ(2)」という。）滑走路端安全区域のう

ち、ＲＥＳＡ(1)を除いた範囲をいう。）における工事 

j. その他の区域（上記 a．～i．に掲げる区域以外の区域をいう。以下同じ。）にお

ける工事

② 使用する機械等による区分

a. 大型機械を使用する工事

b. 小型機械のみを使用する工事

c. 人力のみによる工事
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(2) 工事期間中における臨時の飛行場標識施設 

① 次の施設の新設工事を実施する場合（施設制限を伴う工事を実施する場合を除く。）

a. 滑走路

供用中の滑走路と識別するため、飛行場標識施設のうち滑走路末端標識、指示標

識及び目標点標識（改正前の接地点標識を含む。以下同じ。）については、供用開

始まで航空機から視認できないようにするための措置を講じ、舗装面上に別図(2)に

示す禁止標識を設置するものとする。なお、制限区域外において滑走路の新設工事

を実施する場合も同様の措置を実施する必要がある。 

b. 誘導路

供用中の誘導路と識別するため、舗装面上に別図(2)に示す禁止標識を設置するも

のとする。また、供用中のエプロンと識別する必要が生じた場合においても舗装面上

に別図(2)に示す禁止標識を設置するものとする。 

c. エプロン

供用中の誘導路又はエプロンと識別する必要が生じた場合、舗装面上に別図(2)に

示す禁止標識を設置するものとする。 

② 供用の休止により工事を実施する場合

供用の休止を明示するため、飛行場標識施設のうち滑走路末端標識、指示標識及び

目標点標識については、供用開始まで航空機から視認できないようにするための措置

を講じ、舗装面上に別図(2)に示す禁止標識を設置するものとする。 

③ 次の施設の施設制限を伴う工事を実施する場合

a. 滑走路、過走帯

滑走路進入端等の一時的な移設を必要とする施設制限を実施する場合、供用中の

滑走路区域と識別するため、飛行場標識施設のうち滑走路末端標識、指示標識及び

目標点標識については、供用開始まで航空機から視認できないようにするための措

置を講じ、施設制限を実施する区域の舗装面上に別図(2)に示す禁止標識を設置する

ものとする。また、移設する滑走路進入端に別図(3)に示す臨時滑走路末端標識を、

供用する滑走路上の着陸目標点に臨時の目標点標識を設置するものとする。 

b. 誘導路

供用中の誘導路と識別するため、舗装面上に別図(2)に示す禁止標識を設置するも

のとする。また、供用中のエプロンと識別する必要が生じた場合においても舗装面

上に別図(2)に示す禁止標識を設置するものとする。なお、飛行場標識施設のうち施

設制限区域の手前の誘導路中心線標識については、供用開始まで航空機から視認さ

れないような措置を講じるものとする。ただし、空港の設置管理者が安全上支障な

いと認めた場合は、この限りでない。 

なお、誘導路を閉鎖して工事を実施する場合は、航空機の誤進入対策として禁止

区域灯の設置が必要な場合がある。 
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c. エプロン

供用中のエプロンと識別するため、舗装面上に別図(2)に示す禁止標識を設置する

ものとする。また、供用中の誘導路と識別する必要が生じた場合においても舗装面

上に別図(2)に示す禁止標識を設置するものとする。 

なお、エプロンを閉鎖して工事を実施する場合は、航空機の誤進入対策として禁

止区域灯の設置が必要な場合がある。 

④ 一部廃止等により工事を実施する場合

告示で示される期日により、一部廃止される滑走路、誘導路及びエプロンの供用の

廃止で工事を実施する場合は、速やかに既設の飛行場標識施設を撤去し、別図(2)に示

す禁止標識を設置するものとする。 

なお、航空機の誤進入対策として禁止区域灯の設置が必要な場合がある。 

⑤ 時間制限により又は運用時間外に工事を実施する場合

a. 滑走路、過走帯

以下に掲げる飛行場標識施設について工事を実施する際には、少なくとも空港の

運用の開始までに復元し、又は新たに設置するものとし、これら以外の施設もでき

る限り復元に努めるものとする。 

(a) 指示標識（滑走路の両末端にある指示標識のうちいずれか一方。） 

(b) 滑走路中心線標識 

(c) 目標点標識 

(d) 滑走路末端仮標識（別図(4)に示す。） 

(e) 誘導路中心線標識 

b. 誘導路及びエプロン

以下に掲げる飛行場標識施設について工事を実施する際には、少なくとも空港の

運用の開始までに復元し、又は新たに設置するものとし、これら以外の施設もでき

る限り復元に努めるものとする。 

（a） 誘導路中心線標識のうち空港の設置管理者が必要と認めるもの 

（b） 停止位置標識のうち空港の設置管理者が必要と認めるもの 

（c） エプロン標識のうち空港の設置管理者が必要と認めるもの 

(3) 工事期間中における舗装面のすり付け及び地盤面の処理 

工事を時間制限により又は運用時間外に実施する場合は、工事期間中に航空機が運航され

るので、その安全を確保するため、舗装面及び地盤面は、運用の開始までに、次に定めると

ころにより処理するものとする。ただし、空港の空港管理者が安全上支障ないと認めた場合

及び安全上必要と認めた場合は、この限りでない。 
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① 舗装面のすり付け最大勾配（既設舗装面を基準とする。）

方向

種別 

横断方向 
縦断方向 

中央部（滑走路幅の 2/3） 縁部 

滑走路 
1.5％ 1/2 勾配 

1.0％ 

過走帯 1.5％ 

誘導路 3％ 

エプロン 航空機が通行する方向 3％、その他の方向 1/2 勾配 

② 地盤面の処理

a. 滑走路ショルダー

上層路盤又は 15cm の深さまでを仕上げ、路盤面はアスファルト等の材料で防塵

処理をするものとする。既設部分とのすり付けは、最大勾配 1/2 とする。 

b. 着陸帯(1)、ＲＥＳＡ(1)

現地盤面から 30cm 以上掘削する場合は、30cm 以内の深さまで埋め戻し、平た

んに仕上げるものとする。既設部分とのすり付けは、最大勾配 1/2 とする。埋戻

土の仮置は、現地盤面からの高さ 30cm 以内とし、すり付けは最大勾配 1/2 とする。

排水工事、ケーブル布設工事等による概ね 30cm 以下の幅の掘削溝は、埋め戻すこ

となく溝状のままにしておくことができる。 

c. 着陸帯(2)、ＲＥＳＡ(2)

工事により発生した掘削面は、埋め戻すことなくそのままにしておくことがで

きる。埋戻土の仮置は、現地盤面からの高さ 1.5ｍ以内とする。ただし、ＩＬＳ

制限区域内の地盤面の処理は、ＩＬＳ運用に従事している者又は空港の設置管理

者が指名した者と協議するものとする。 

d. 誘導路ショルダー

現地盤面から 30cm 以上掘削する場合は、30cm 以内の深さまで埋め戻さなけれ

ばならない。航空機のエンジンが近接する恐れがある場合には、掘削面又は埋戻

面はアスファルト等の材料で防塵処理をするものとする。既設部分とのすり付け

は、最大勾配 1/2 とする。ただし、高速脱出誘導路ショルダーについては a．の

規定に、エプロン誘導路ショルダーについては e．の規定に準じて実施するもの

とする。 

e. 誘導路帯及びエプロンショルダー

工事により発生した地盤面の掘削面は、埋め戻すことなくそのままにしておく

ことができる。埋戻土の仮置は、現地盤面からの高さ 30cm 以内とする。ただし、

航空機のエンジンが近接する恐れがある場合には、掘削面及び仮置土の表面はア

スファルト等の材料で防塵処理をするものとする。 

f. その他の区域

上記の規定を参考にして、工事の場所及び内容に応じた措置を実施するものと
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する。 

２ 滑走路又は過走帯における工事 

(1) いかなる工事も、運航制限を行うことにより、航空機の離着陸しない時間帯を確保し、

又は空港の運用時間外において実施することを原則とする。 

(2) やむを得ず、施設制限（滑走路の長さを短縮して使用する制限）により、運用時間内に

おいて工事を実施する場合は、別図(5)に示す工事区域を確保するものとする。この場合

において、航空機が工事区域側から離着陸する場合を除き、航空機の離着陸時には、空

港の設置管理者が指定する区域（以下「指定区域」という。）に作業員、工事機械等を

退避させなければならない。 

(3) 人力のみによる測量・調査等は、空港の設置管理者が安全上支障ないと認めた場合は、

運航制限をしないで実施することができる。 

３ 滑走路ショルダーにおける工事 

２の規定に準じて実施するものとする。 

４ 着陸帯(1)及びＲＥＳＡ(1)における工事 

(1) 大型機械を使用する工事は、使用方法の制限を行うことにより、航空機の離着陸しない

時間帯又は別図(5)に示す工事区域を確保するか若しくは空港の運用時間外に実施する

ものとする。 

(2) 小型機械のみを使用する工事及び人力のみによる工事は、運航制限をしないで実施する

ことができる。滑走路に近接する場所において工事を実施する場合は、航空機の離着陸

時には、指定区域に作業員、工事機械等を退避させるものとする。 

５ 着陸帯(2)及びＲＥＳＡ(2)、隣接するその他の区域における工事（ＲＥＳＡ(1)に隣接する

その他の区域における工事を含む。） 

(1) 原則として運航制限をしないで実施することができる。ただし、杭打機械等のように容

易に移動できない高さの高い大型機械を使用する工事については、４(1)の規定に準じ

て実施するものとする。なお、移動式クレーンのように自走により容易に移動すること

ができる高さの高い大型機械を使用する工事（ＲＥＳＡ(2)における工事を除く）につ

いては、別図(6)に示す着陸帯工事における内側転移表面を確保し、空港の設置管理者

が安全上支障ないと認めた場合は、運航制限をしないで実施することができる。 

(2) 着陸帯(2)及びＲＥＳＡ(2)のうち別図(7)に示す部分は、空港の設置管理者が安全上支

障ないと認めた場合は、工事用機材置場として使用することができる。 

(3) 着陸帯(2)及びＲＥＳＡ(2)のうち、ＩＬＳ制限区域内での工事の施工に当たっては、Ｉ

ＬＳ運用に従事している者又は空港の設置管理者が指名した者と協議するものとする。 
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６ 誘導路又はエプロンにおける工事 

(1) 誘導路又はエプロンの使用方法の制限を行うことにより、航空機の通行若しくは停留し

ない時間帯、又は別図(8)に示す工事区域を確保して実施することを原則とする。 

(2) 人力のみによる維持修繕工事（大規模なものを除く。）及び測量・調査は、運航制限を

しないで実施することができる。 

７ 誘導路ショルダーにおける工事 

(1) 誘導路又はエプロンの使用方法の制限を行うことにより、航空機の通行若しくは停留

しない時間帯又は別図(8)に示す区域を確保して実施することを原則とする。 

(2) 時間制限により又は運用時間外に工事を実施する場合は、ビーズ入り塗装を行う等、

常に誘導路中心線が明瞭に視認できる措置を講じなければならない。 

(3) 人力のみによる維持修繕工事（大規模なものを除く。）及び測量・調査は、運航制限

をしないで実施することができる。 

８ 誘導路帯又はエプロンショルダーにおける工事 

(1) 原則として運航制限をしないで実施することができる。 

(2) 大型機械を使用する工事は、別図(8)に示す工事区域を確保して実施するものとする。 

もし、当該工事区域が確保できない場合は、６(1)の規定に準じて実施するものとする。 

９ その他の区域における工事 

(1) 上記 1から８までの規定を参考とし、工事の場所及び内容に応じた措置を実施するも

のとする。 

(2) その他の区域のうち、進入表面及び灯火平面の直下並びにＩＬＳ制限区域内の工事の

施工に当たっては、空港の設置管理者及び飛行場灯火の設置者並びにＩＬＳ運用に従

事している者又は空港の設置管理者が指名した者と協議するものとする。 
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別図（１）工事場所区分 
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（誘導路上の禁止標識の設置例） 

別図（２）禁止標識 

備考 

１ 禁止標識の色彩は、滑走路は白色、誘導路及びエプロンは黄色とする。また、コンクリ

ート舗装や積雪寒冷地の空港等においては、視認性等を検討の上、他の色を用いること

ができる。 

２ 滑走路及び誘導路上の禁止標識は、工事区間の両端に設置しなければならない。また、

標識間の最大間隔が 300m を超えないように追加の禁止標識を設置しなければならない。 

３  エプロン上の禁止標識は、空港管理者が必要と認める場合に設置しなければならない。 

４ 禁止標識は、テープ等による方式を用いることができる。 
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別図（３）臨時滑走路末端標識 

備考 

１ 臨時滑走路末端標識の色彩は、滑走路末端標識と同様とする。 

２ 臨時滑走路末端標識は、テープ等による方式を用いることができる。 

別図（４）滑走路末端仮標識（白色又は黄色） 

備考 

滑走路末端仮標識の色彩は、滑走路末端標識と同様とする。 
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別図（５）滑走路又は過走帯の施設制限の例 

備考 

工事区域が臨時滑走路末端に接近する場合は、航空機のブラストの影響も考慮しなければな

らない。 
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※コード Fの航空機が着陸する滑走路は 77.5ｍとする。 

別図（６）着陸帯工事における無障害物区域 
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別図（７）工事用機材置場の範囲 
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別図（８）工事区域と航空機のクリアランス 
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別紙様式（１）工事案内標識板 

案内板の大きさは、およそ縦 90ｃｍ横 180ｃｍとする。 

掲示する内容は下記のとおりとする。 

１．工 事 件 名 

２．工 事 期 間 

３．工 事 概 要 

４．工事発注者名及び工事受注者名 

５．工 事 略 図（主要工事及び工事区域を明示。） 

（例） 

約
9
0
ｃ
ｍ

約180ｃｍ

工　事　案　内　板

１．○○空港エプロン拡張その他工事

２．工事期間

工 事 略 図

自　平成○○年○○月○○日

至　平成○○年○○月○○日

３．工事概要

４．工事発注者　○○地方整備局○○工事事務所  Tel.000-0000
　　工事受注者　○○建設株式会社○○支店         Tel.000-0000
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Ⅰ 総 則 

１ 目 的 

本指針は、航空法施行規則（昭和 27 年運輸省令第 56 号。以下「規則」という。）第

92 条第 2 号及び第 3 号に掲げる保安上の基準に基づく空港除雪作業の実施指針を定める

ことにより、冬期間における航空機の安全運航及び定時性の確保を図り、空港の円滑な

運営に資することを目的とする。 

２ 本指針の適用 

(1) 本指針は、空港法（昭和 31 年法律第 80 号）第 2 条に規定する空港及び同法附則第 2 

条第 1 項に規定する共用空港（民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法

律附則第 2 条第 12 項第 1 号に規定する民間航空専用施設に限る。以下同じ。）に適用す

る。 

(2) 本指針は、空港の除雪作業を的確かつ円滑に実施するための標準的な事項を示したも

のであり、適用に当たっては、空港の特殊性、立地条件、利用状況等を考慮し、目的を

達成する範囲内で、特性、実情を踏まえた除雪方法等を設定するものとする。 

３ 除雪実施要領の策定等 

(1) 空港の設置管理者（共用空港においては当該空港の空港事務所長。以下同じ。）は、航 

空機の移動区域（滑走路、誘導路及びエプロン）及びその周辺施設の雪、融雪、氷等を 

できる限り迅速かつ完全に除去し、なおかつ航空機が安全に運航することができる舗装 

面を継続的に提供することを方針として、冬季に入る前に本指針のⅡ 除雪計画、Ⅲ 除 

雪実施体制、Ⅳ 除雪作業実施基準及びⅤ 除雪作業方法等に基づき、除雪実施要領（以 

下「要領」という。）を策定するものとする。 

(2) 空港の設置管理者は、要領を制定又は改訂した場合、速やかに航空運送事業者等の空 

港関係者に周知するものとする。 

４ 本指針によることができない場合の措置 

特殊な事情により、本指針に沿った措置が講ずることができない場合は、あらかじめ 

航空局安全部空港安全・保安対策課に照会を行うものとする。 
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Ⅱ 除雪計画 

１ 除雪計画の策定 

空港の設置管理者は、空港の運用状況、気象状況、運航状況、地形等を考慮し、次に

掲げる事項の除雪計画を定めるものとする。 

・除雪体制期間 

・除雪作業範囲 

・除雪作業順位 

・除雪目標時間 

・除雪作業区分 

・除雪機械及び要員の配置 

(1) 除雪体制期間 

空港の設置管理者は、空港の気象状況及び気象実績等から除雪計画を適用する期間を

設定するものとする。 

(2) 除雪作業範囲 

航空機の離発着及び移動で地上走行する区域と利用者及び空港関係者が通行する区

域（構内道路、場周道路等）を対象範囲とする。 

(3) 除雪作業順位 

航空機の運航状況、空港の運用形態等を考慮し、以下の順位を参考に決定するものと

し、必要に応じて運用時間内及び運用時間外に分けて優先区域を設定するものとする。 

また、限られた時間、除雪機材及び体制で除雪作業を実施するため、優先区域の設定に

当たっては、運航状況等を総合的に判断し、航空運送事業者等の空港関係者と調整する

ものとする。 

① 滑走路

② 必要最小限の誘導路

③ 必要最小限のエプロン

④ 必要最小限の道路、駐車場（状況により⑤を先行する。）

⑤ 上記②③以外の誘導路、エプロンで必要な区域

(4) 除雪目標時間 

航空機の安全運航、定時性及び除雪体制等を考慮し、適切に設定するものとする。 

(5) 除雪作業区分 

雪氷等を機材により除去する機械除雪と航空灯火周辺や歩道等を人により除去する 

人力除雪に区分して、あらかじめ対象施設を設定するものとする。 

(6) 除雪機材及び要員（監督要員、除雪機械運転手、人力除雪要員、情報連絡員等） 

除雪作業範囲及び除雪目標時間等の設定に基づき、適切に配置するものとする。 

２ 他機関との協力体制 

空港の設置管理者は、除雪作業の実施に当たって、隣接する他機関の除雪作業（共用

空港における防衛省等の作業及び空港の進入道路等における地方公共団体の作業）が
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ある場合、あらかじめ関係機関と協議し、覚書又は細目協定等を締結するものとする。

Ⅲ 除雪実施体制 

１ 除雪作業の実施体制 

空港の設置管理者は、除雪作業を円滑に実施するため、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

・基本体制 

・除雪情報の提供 

・除雪作業実施体制（直営又は請負）（以下「除雪作業編隊」という。） 

・除雪作業編隊従事者の制限区域内立入りに必要な手続等 

(1) 基本体制 

空港の設置管理者は、以下の事項を定めるものとする。 

① 除雪作業を実施するための責任者

② 従事させる職員の勤務体制

③ 連絡担当者及び連絡先

(2) 除雪情報の提供 

空港の設置管理者は、次の場合、除雪作業を実施するために必要なノータム発行の手

続を行うものとする。 

① 除雪作業を開始した場合（できる限り予定される空港再開時刻を付記すること。）

② 除雪作業の結果、滑走路等が使用可能な状態になった場合（できる限り、滑走

路等の除雪状況を付記すること。） 

③ その他、除雪進捗状況等に係る情報提供が必要な場合

(3) 除雪作業編隊の決定 

冬季に積雪のある地域の空港の設置管理者は、要領に定める除雪体制開始期日まで

に除雪作業編隊を決定しておくものとする。なお、その他の地域の空港の設置管理者

は、降雪による航空機の運航等に対する影響に備え、あらかじめ除雪作業の実施方法 

を決定しておく必要がある。 

(4) 除雪作業編隊従事者の制限区域内立入りに必要な手続等 

除雪作業編隊従事者の制限区域内立入りに必要な手続等は、空港運用業務指針（平成

17 年 9 月 9 日付け、国空用第 124 号） 第 4 章 「工事等作業のための制限区域立入等の

取扱い」によるものとし、ＩＬＳ制限区域については、ＩＬＳ運用に従事している者又

は空港の設置管理者が指名した者と事前に調整するものとする。 
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除雪作業の流れの一例 

例)国直轄空港の場合 

○除雪待機

除雪準備 

○除雪開始

 

 

作業開始 

気象情報
①入手

施  設

除雪作業編隊

空港長

③待機決定

④待機指示

②協議

気象情報
①入手

施  設

除雪作業編隊

⑤作業開始指示

②協議

（ノータム通報）

航空管制運航情報官

（ノータム通報）

航空管制運航情報官

③作業開始決定

③作業開始決定

④ノータム発行依頼

航空管制

運航情報官

航空管制

運航情報官

空港長
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○除雪完了

作業完了 

施  設

除雪作業編隊

①作業完了報告

②協議

③運航再開決定

④ノータム発行依頼

航空管制

運航情報官

空港長

（ノータム通報）

航空管制運航情報官

（ノータム発行）

航空情報センター

5



Ⅳ 除雪作業実施基準 

１ 除雪作業実施基準 

空港の設置管理者は、除雪作業を的確に実施するため、当該空港の実情を踏まえ、次

に掲げる基準を定めるものとする。 

・除雪待機基準 

・除雪開始基準 

・滑走路、誘導路及びエプロンの除雪範囲 

・スノーバンクの高さの基準 

・積雪離着陸区域標識の設置基準 

(1) 除雪待機基準 

除雪待機基準は、当該空港の運航の定時性確保及び除雪作業の迅速な対応を図るため、

除雪作業編隊が空港へ移動する時間を考慮し、空港の設置管理者として適切な待機要請

の発動条件を定めるものとする。 

(2) 除雪開始基準 

除雪作業の開始基準は、原則として滑走路、誘導路及びエプロンの積雪が 5cm 以上と

なったとき、又は 5cm 以上積もると判断されるときに開始するものとする。ただし、雪 

質等の気象特性、運航状況等を考慮し決定することができる。 

(3) 滑走路、誘導路及びエプロンの除雪範囲 

除雪範囲は、滑走路、誘導路及びエプロン本体の舗装端より外側 0ｍ以上とするが、

これを最低基準とし、当該空港の実情に応じ、空港の設置管理者がその範囲を決定する

ものとする。 

(4) スノーバンクの高さの制限 

滑走路、誘導路及びエプロン周辺のスノーバンクの高さは、航空機の脚が滑走路、誘

導路及びエプロンの本体端のいずれの位置にあっても、プロペラ及び翼から 1ｍ以上の 

クリアランスを確保できる高さに制限するものとする。 

〔ボンバルディアＤＨＣ８－３００型機が就航する滑走路周辺のスノーバンクの一例〕 

※ここで示す地上高は、航空機燃料等の搭載により最低となる値を示した参考値である。 
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(5) 積雪離着陸区域標識の設置基準 

積雪離着陸標識を設置する場合の基準は、規則別表第 5 第 6 項によるものとし、滑走

路の端より 30m 外側に 100m 間隔で設置するものとする。 

Ⅴ 除雪作業方法等 

１ 除雪作業準備 

空港の設置管理者は、除雪作業を効率的に実施するため、気象予報、降雪状況等を考

慮し、当該空港の除雪開始期日までに、次に掲げる事項の準備をしておくものとする。 

① スノーポールの設置（照明灯器位置、舗装境界その他標示の必要な場所）

② 除雪車両点検、装備取付け、搭載燃料、潤滑油等の確認

③ 暖気運転の実施

④ 予備燃料等の確認

⑤ その他

２ 除雪作業の待機指示 

空港の設置管理者は、除雪待機基準に達したとき、又は除雪待機が必要と判断したと

きは、速やかに除雪作業編隊に待機を指示するものとする。 

３ 除雪作業の開始 

(1)  空港の設置管理者は、除雪作業の開始基準に達したとき、航空機の運航時刻等を考慮

し、除雪開始の時刻を定め、直ちに除雪作業開始のノータム発行の手続をとるものとす

る。 

(2)  空港の設置管理者は、手続きが完了したことを確認し、除雪作業編隊に作業開始の指

示をするとともに、関係航空運送事業者に周知するものとする。なお、ノータム事項の

通報にはできるだけ空港再開予定時刻を付記するものとする。 

４ 除雪実施方法 

(1)  除雪作業は、通常、強い横風がないとき、滑走路及び誘導路の中心線から端に向かっ

て進め、強い横風があるときは、風上から開始し、風下に進めるものとする。 

(2)  滑走路の表面は、適正な摩擦特性を維持できるよう特に入念に実施するものとする。 

(3)  航空灯火及び気象観測施設等の周囲の除雪作業は、常にその施設に破損等がないよう

留意するとともに、機能を損なわないよう特に注意するものとする。 

５ 除雪作業の完了 

空港の設置管理者は、除雪作業の完了報告を除雪作業編隊から受けた場合、「空港運

用業務指針」 第 3 章「制限区域等の安全点検と運航制限」に基づき、滑走路、誘導路

及びエプロンの路面状態の点検を行い、異常の有無を確認するものとする。その結果、

異常がないと判断したときは、直ちに空港運用再開のノータム発行のための手続を行
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うとともに、関係航空運送事業者に周知するものとする。 

６ 除雪作業中における運航時間等の調整 

空港の設置管理者は、常に除雪作業中の進行状況を把握し、航空機の運航時間等の調

整のために必要な措置を行うものとする。 

７ 除雪作業中の緊急待避 

空港の設置管理者は、除雪作業中に緊急退避を行う必要が生じた場合には、連絡車、

無線機、赤旗、滑走路灯その他あらゆる方法により、滑走路上の各車両、作業要員を滑

走路地区から退避できる体制をあらかじめ定めておくものとする。 

〔緊急待避及び除雪作業再開の信号及び連絡の例〕 

信 号 及 び 連 絡 緊 急 退 避 作 業 再 開 

コントロールタワーのシグナル 

〃 のサイレン 

〃 のスピーカー 

滑走路、誘導路、エプロン灯 

連絡車のヘッドライト 

無線機の連絡 

予め定められた色灯 

短音 5 回（1 回当り 2 秒）

退避の連呼 

点 滅 

点 滅 

連 絡 

予め定められた色灯 

長音 1 回（10 秒） 

再開の連呼 

連続点灯 

連続点灯 

連  絡 

８ その他必要事項 

空港の設置管理者は、除雪作業の実施に当たって、本指針のⅤ「除雪作業方法等」に

示される事項以外に必要な事項がある場合は、あらかじめ細目に定めるものとする。 
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３．区画線試験施工要領 

（１）適用範囲 

この要領は、加熱型トラフイックペイント及び常温型トラフイックペイントによる

区画線工事を施工するに先立って行う試験施工に適用する。 

（２）使用機械器具 

イ．本施工に使用する機械並びに材料一式 

ロ．はかり A ひょう量  1kg  感量 0.5g 1 台 

B ひょう量 10 ㎏  感量  5g 1 台 

ハ．ストップウォッチ又は時計 

ニ．ブリキ板 30cm×50 ㎝×O.3 ㎜ 6 枚以上 

ホ．長さ 30cm 以上のアスファルトフエルト紙、ビニール、布、紙等 

ヘ．スケール 

ト．吐出受かん 

（３）施工条件の検討 

各種施工機械の特性を十分には握した上で下記の項目について、最適施工条件を選

択する。 

イ．アトマイジング圧、エアースプレーの場合のペイントを霧状にして路面を吐出す

る圧力 

ロ．ペーサー圧（エアレス方式の場合は第 1 次ペイント圧）ペイントタンクよりペイ

ントを吸上げる圧力 

ハ．第 2 次ペイント圧エアレス方式においてペイントに圧を加えて路面に吐出する圧

力 

ニ．ビーズ圧 

ホ．ペイント温度 

へ．水温 

ト．アジャストボルト、ビーズの吐出量を変化させる調節ネジ 

チ．ラウンディングエアキャップ、アジャストボルトと密接な関係があり接続するバ

ネを押えるふた 

リ．施工機械走行速度 

（４）静止状態での検査 

イ．前記施工条件を選択した上でペイント及びビーズが規定量吐き出されるか否かを

検査するものである。 

ロ．規定量とは仕様書に定められた区画線として路面に定着される量である。 

ハ．同一条件における吐出量測定はペイント、ビーズとも 3 回実施しその平均値をと

るものとするが、個々の測定値からペイントの場合は 2%、ビーズの場合は 5%以上



の変動があってはならない。 

（５）走行状態での検査 

イ．選択した走行遠度をもってペイント及びビーズを吐き出し、仕様書に定められた

量が定着されているか否か及び施工パターン、施工幅を検査するものである。 

ロ．使用圧力、ペイント温度は原則として前記静止状態での検査によって定められた

値を使用する。 

ハ．ペイントのみの定着量、ペイント及びビーズを合せた定着量についてそれぞれ 3

回測定し、その平均値をとるものとする。 

（６）報告書 

試験施工の経過、測定値、本施工に使用する条件値を明記した報告書を作成し、提

出するものとする。



 

 



４．試験方法 

４－１ 突固め試験方法 

４－１－１（適用と方法） 

この試験方法は盛土施工にあたって締固め度を決めるために行うものであり、JIS A 

1210「突固めによる土の締固め試験方法」に従うものとし、試験方法は原則として A

法で行うものとする。ただし、試料の詐容最大粒径が 19 ㎜よりも大きく 40 ㎜以下の

試料についてはれき補正によらず B 法によるものとする。なお、試料の準備方法及び

使用法は、次表のとおりとする。 

表５-１-１試料の準備方法及び使用法 

土       質 呼び名 

一般的な土。 ａ 

土粒子が砕け易い土、あるいは比較的含水比が高い、粘性土等のようなオー

バーコンパクションを生ずる恐れのある土。 
ｂ 

風化火山灰のように乾燥の影響を強く受ける土。 ｃ 

 

４－１－２（規定粒径以上のれきを含む土の密度補正法） 

（適用と方法） 

この補正法は、規定粒径以上のれきを多く含む土の室内突固め試験値に対する補正法

を示したものである。この補正法は、Wa1ker-Ho1ts の理論によったもので、土質工学会

編土質試験法、締固め試験の章に従うものとする。 

規定粒径以上のれきを含む土の乾燥密度は次の式によって計算する。 

ρd ＝ 
１ 

(１－Ｐ) 
＋ 

（１＋wρs／ρw）Ｐ 

 ρd１ ρs 

ここに、 

ρd１ ：土のみの乾燥密度 

ρs ：れき（規定粒径以上）粒子の密度 

w ：れき（規定粒径以上）の含水比 

ρw ：水の密度 

Ｐ ：れきの混合比 

  

Ｐ＝ 
ｍｓ２   ｍｓ１：土の固体の部分の質量 

ｍｓ１＋ｍｓ２   ｍｓ２：れきの固体の部分の質量 

（注）補正標準値の適用範囲は混れき率 30～40%以下とする。 

 

 

 



４－２ 盛土の品質管理方法 

試験盛土により予め締固め基準を定める場合を除いては、次の規格値を満足しなげれば

ならない。 

４－２－１（締固め曲線から明らかに最大乾燥密度が得られる場合） 

（１）①盛土材の自然合水比が wa以下である場合（下図（1））には、ρdmax の 90%以上

の締固め度になるように密度管理を行う。 

②衝撃加速度試験による場合は、締固め度 90%に対応する衝撃加速度を基準となる

衝撃加速度とし、現場の衝撃加速度が基準となる衝撃加速度以上となるように

管理する。 

（２）盛土材の自然合水比が waよりも大きく wb以下である場合（下図 12））で、やむを

えず現状のまま施工する場合には、空気間隙率（Va）、飽和度（Sr）を基準値の

範囲になるよう管理しなければならない。 

（３）盛土材の自然合水比が wb を越えるような場合（下図（3））には、何らかの不良土

対策を行う。 

４－２－２（締固め曲線から明確な最大乾燥密度が得られない場合） 

（１）球体落下試験による場合は、D値が 6.3 ㎝以下になるように管理しなければならな

い。 

（２）衝撃加速度試験による場合は、現場の衝撃加速度が 63G 以上となるように管理し

なければならない。 



 

 

４－２－３ 現場密度測定方法 

（適用と方法） 

この試験は、現場における土の乾燥密度、飽和度等を求めるための試験方法について

規定する。密度測定法は、JIS A 1214（注砂法）の方法及び土質調査法（突砂法、コア

カッター法）の施工管理試験の章に従うものとする。ただし、JIS A 1214 で試験用砂の

密度の検定及び漏斗を満たすのに必要な試験用砂の検定には、検定容器を用いることと

する。 

 

４－３ 骨材洗い試験方法 

４－３－１（適用範囲） 

この試験方法は、道路路盤材及びこれに準ずる基層工に用いる道路用骨材に含まれる

標準網ふるい 75μｍを通過するものの全量をきめる試験について規定する。 

４－３－２（試験用器具） 

（１）ふるいは標準網ふるい 75μｍ及び 4.75 ㎜を用いる。 

（２）容器は試料をはげしく洗う際、試料が飛び出さない程度に十分大きい容器を用い

る。 



４－３－３（試料） 

骨材の代表的試料は十分混合した材料からこれを採取し、かつ分離を起こさない程度

の湿気がなければならない。試料の採取量は乾燥後において下記の量以上とする。 

骨材の最大寸法  5 ㎜程度のもの  500g 

骨材の最大寸法 20 ㎜程度のもの 2,500g 

骨材の最大寸法 40 ㎜程度のもの及びそれ以上のもの 5,000g 

４－３－４（試験） 

（１）試料は 110℃をこえない温度で定質量となるまで乾燥し、その質量を 0.02%まで正

確にはかる。 

（２）乾燥し質量を測定した試料を容器に入れ、試料をおおう程度に十分水を加える。

つぎに試料をはげしくかきまわし、直ちに洗い粒子の流出しないように注意して洗

い水を 75μｍふるいの上に 4.75 ㎜ふるいを重ねた 2個のふるいの上にあける。 

（３）かきまわし作業は 75μｍふるいを通過するこまかい粒子があらい粒子から完全に

分離し、かつ、洗い水と共に流れ出る程度にはげしくこれを行う。 

（４）重ねた 2 個のふるいにとどまったのはそれぞれ別の洗い終った試料を入れる容器

に移す。 

（５）洗い終った試料は 110℃をこえない温度で定質量となるまで乾燥し、それぞれの質

量を 0.02%まで正確に測定する。 

４－３－５（結果の計算） 

試験結果はつぎの式によって計算する。 

  Ａ＝洗う前の乾燥質量 

  Ｂ＝洗ったのち 4.75mm ふるいにとどまったものの乾燥質量 

  Ｃ＝洗ったのち 4.75mm ふるいを通過し、75μmふるいにとどまったものの乾燥質量 

標準網ふるい75μmを通過する

量の全量に対する百分率 
＝

Ａ－(Ｂ＋Ｃ)
×100 

Ａ 
 

標準網ふるい75μmを通過する量の標準網ふるい4.75mm

を通過する量に対する百分率（シルト分以下含有量） 
＝

Ａ－Ｂ－Ｃ 
×100 

Ａ－Ｂ 

（注）この試験方法は北海道開発局開発土木研究所で定めたものである。 

 

４－４ 火山灰洗い試験方法 

４－４－１（適用範囲） 

この試験法は道路の凍上抑制層用材料として用いる火山灰に含まれる標準網ふるい 75

μｍを通過するものの全量をきめる試験について規定する。 

４－４－２（試験用器具） 

（１）ふるいは標準ふるい 75μｍ及び 2㎜を用いる。 

（２）容器は試料をはげしく洗う際、試料が飛び出さない程度に十分大きい容器を用い



る。 

４－４－３（試料） 

火山灰の代表的試料は十分混合した材料からこれを採取し、かつ、分離を起こさない

程度の湿気がなげればならない。試料の採取量は乾燥後において下記の量以上とする。 

試料の最大寸法  5 ㎜程度のもの  250g 

試料の最大寸法 20 ㎜程度のもの 1,000g 

４－４－４（試験） 

（１）試料は 110℃をこえない温度で定質量となるまで乾燥し、その質量を 0.02%まで正

確にはかる。 

（２）乾燥して質量を測定した試料を容器に入れ試料をおおう程度に十分水を加えて、

24 時間放置したのち、試料をはげしくかきまわし、直ちにあらい粒子の流出しない

ように注意して洗い水を 75μｍふるいの上に 2 ㎜ふるいを重ねた 2 個のふるいの上

にあげる。 

（３）かきまわし作業は 75μｍふるいを通過するこまかい粒子から完全に分離し、かつ、

洗い水と共に流れ出る程度にはげしくこれを行う。 

（４）重ねた 2個のふるいにとどまったものは、洗い終った試料中にもどす。 

（５）洗い終った試料は 110℃をこえない温度で定質量となるまで乾燥し、この質量を

0.02%まで正確に測定する。 

４－４－５（結果の計算） 

試験結果はつぎの式によって計算する。 

75μmふるいを通過する量の百分率 ＝
洗う前の乾燥質量－洗ったのちの乾燥質量 

×100 
洗う前の乾燥質量 

（注）この試験方法は北海道開発局開発土木研究所で定めたものである。 

 

４－５ 火山灰強熱減量試験方法 

４－５－１（適用範囲） 

この試験方法は道路の凍上抑制層用材料として用いる火山灰の強熱減量を決定する

試験について規定する。 

４－５－２（用語の意味） 

強熱減量とは規定の温度（110℃）で乾燥した試験を規定の高温度（650～950℃）に

熱したときの試料の質量の減少割合を百分率で表したものをいう。 

４－５－３（試験用器具） 

（１）乾燥器    温度を 110℃に保ち得るもの 

（２）電気炉    温度を 650～950℃に保ち得るもの 

（３）デシケーター 

（４）ルツボ    容量 25～35 mの磁製ルツボ 



（５）ハカリ    感量 0.001g のもの 

（６）ルツボばさみ 

４－５－４（試験） 

（１）使用するルツボはきれいに洗い、電気炉で 30 分間 650～950℃に熱したのちデシケ

ーター中で室温まで冷却して質量を正確にはかる。さらに同様の操作をくり返して

質量をはかり、前にはかった質量と比較して同じであれば、その値をルツボの質量

とする。前にはかった質量と異なるときは、同じになるまでこの操作をくり返す。 

（２）代表的な試料を 75μm ふるいでふるい分け、通過した部分から約 2g をルツボにと

り、質量を正確にはかり、乾燥器に入れて温度 110℃で定質量になるまで乾燥し、デ

シケーターに入れて室温まで冷却し質量を正確にはかる。 

（３）乾燥して、質量を測定した試料を電気炉に入れ、温度 650～950℃で 1.5～2.5 時間

加熱したのち、デシケーター中で室温まで冷却し、質量を正確にはかる。この試料

をふたたび電気炉に入れ、同じ温度で 30 分間加熱したのちデシケーター中で冷却し

て質量をはかり、前にはかった値と同じであれば、この値を強熱後の試料及びルツ

ボの質量とする。前にはかった質量と異なるときは同じになるまでこの操作をくり

返す。 

４－５－５（結果の計算） 

（１） 試験の結果はつぎの式によって計算する。 

強熱減量 ＝ 
Ａ－Ｂ 

×100（％） 
Ａ－Ｃ 

         Ａ＝110℃で乾燥した試料の質量＋ルツボの質量 

         Ｂ＝650～950℃で強熱した試料の質量＋ルツボの質量 

         Ｃ＝ルツボの質量 

（２）試験は同一試料について 3回以上行い、その平均値をとる。 

（注）この試験方法は北海道開発局開発土水研究所で定めたものである。 

 

４－６ 球体落下試験方法 

４－６－１（適用範囲） 

この規格は、主として軽石質未風化火山灰の盛土及び凍上抑制層として用いられる

火山灰と砂の締固め施工管理又は路床の支持力の大小を判定する方法のひとつである

球体落下の試験方法について規定する。 

４－６－２（定義） 

一定重量、一定直径の球体を一定高さから路床等に落下させ、そのとき路床等に生

ずるくぼみの孤の長さから支持力の大小を判定する方法。 

４－６－３（試験用具） 

（１）球体落下試験装置（図参照） 

イ）球体 



直径 90.4 ㎜、総重量 4.07kg のロッドのついた鋼鉄製の球体（もしくは半球体）

とする。 

ロ）ガイド 

ガイドは球体止め装置（ストッパーハンドル）を備えており、落下高が 600 ㎜

あるものとする。 

ハ）水準器 

球体を白由落下させるためにガイドを鉛直に保たせるもの。 

ニ）記録計 

記録計用方眼紙に記録計の針を D 値=ゼロ cm の目盛部分に合わせ、球体の落下

によって生じた D値を記録用紙に記録するもの。 

（２）その他の用具 

記録計用方眼紙、直ナイフ等 

４－６－４（試験方法） 

（１）固い平面上において、球体落下試験機を設置して球体表面とガイド底部を同一面

に設置した際に、記録計における D値がゼロ㎜となるように検定する。 

（２）試験箇所の地表面を直ナイフ等で水平にならす。このとき、地表面上に測定面が

不均一で測定値に大きな偏差が生じないようにゆるんだ土砂、れき等があれば取り

除く。 

（３）特に凍上抑制層として砂を用いる場合は、表面近くの乾燥した砂を取り除き、湿

潤状態の砂について試験を行う。 

（４）平らにならした地表面に球体落下試験機を置き、水準器でガイドが鉛直か否かを

確認する。 

（５）記録計のスライド定規が、ロットについている測定ピンとぶつからない位置に寄

せられているか否かを確認する。 

（６）地表面より 60 ㎝の高さでストッパーハンドルにより一旦固定したのち、ハンドル

を作動して球体を地表面に落下させる。その後、ロットについている測定ピンと記

録計のスライドルールを接触させて記録言十の位置を固定し、記録計用紙を巻き送

り D値を自記させる。 

４－６－５（試験結果の整理） 

記録計に記された長さをスライド定規の縮尺に応じて割増し（通常 3 倍）を行い

測定値とする。各々測定値の平均をもって D値（㎜）とする。 

（注）この試験方法は北海道開発局開発土木研究所で定めたものである。 



 



 



４－７ 衝撃加速度試験方法 

４－７－１（適用範囲） 

この規格は、盛土の締固め施工管理を判定する方法の一つである衝撃加速度試験方

法について規程するものである。なお、本試験法は、締固め試験により、明確な最大

乾燥密度が得られる試料と、それ以外の試料では適用の方法が異なる。また、セメン

トや生石灰などの固化材により改良した材料の強度推定法としても適用できる。 

４－７－２（定義） 

一定重量、一定直径の半球体を有するランマーを一定の高さから路床等に自由落下

させ、そのときの衝撃加速度の大きさから締固めの施工管理を判定する方法。 

４－７－３（試験方法） 

１．準備 

（１）衝撃加速度試験機（図－1参照） 

衝撃加速度を測定するためのもので以下の機能を有するものとする。 

① ランマー 

先端が直径 6 ㎝の半球状で総重量 4.5kg の鋼鉄製の重錘で、200G まで計測で

き、精度が±1%以下である圧電型加速度センサーを内蔵するもの。 

② ガイド 

ガイドは、ランマーを止めるための装置（ストッパーハンドル）を備えてお

り、ランマー引上げ時の高さを 40cm に調節できるもの。 

③ 水準器 

ランマーを自由落下させるためにガイドを鉛直に保たせるもの。 

④ 出力端子 

衝撃加速度試験機で感知した衝撃加速度を計測器へ出力させるための端子。 

（２）計測器（図－2参照） 

衝撃加速度試験機で感知した衝撃加速度の値を同時にデジタル表示できるもの

で、以下の機能を有するものとする。 



 

図－１ 衝撃加速度試験器 



 

図－２ 計測器断面図 

 

① 入力端子 

衝撃加速度試験機で感知した衝撃加速度を計測器へ入力するための端子。 

② 出力端子 

衝撃加速度試験機で感知した衝撃加速度を計測器から外部のモニターへ出力する

ための端子。 

③ バッテリー 

DC6V のカートリッジ式のもの。 

④ バッテリー電圧モニター 

カートリッジ式のもの。 

⑤ 表示器 

計測器で受けとった衝撃加速度を小数点以下一位まで表示できるもの。 

⑥ プリンター 

表示器に表示された衝撃加速度を出力できるもの。 

⑦ スイッチ群 

作業に必要なスイッチを有していること。 

２．測定方法 

（１）衝撃加速度試験機の出力端子と計測器の入力端子とをケーブルで接続する。 

（２）計測器の電源スイッチを入れ、電圧モニターでバッテリー残量を確認する。 

（３）表示器に表示が出たらゼロクリアスイッチを押し、表示が 0G となるようにする。 

（４）ストッパーねじを緩める。 

（５）キャリブレーション用のアクリル台を衝撃加速度測定装置に挿入し、ランマーを 

落下させ、50G 前後であることを確認する。 



（６）衝撃加速度試験機を測定箇所に置く。 

（７）ハンドルを引き上げて、ランマーを測定面より 40 ㎝の高さに固定する。 

（８）計測器のゼロクリアスイッチを押して、表示が 0G になっていることを確認する。 

（９）衝撃加速度試験機のストッパーハンドルにより、ランマーを地表面に自由落下さ

せる。 

（10）このときの表示を読み取り、衝撃加速度としてプリンターに出力させる。 

（11）2 点目以降の測定は、（６）～（10）を繰り返す。 

３．室内試験 

基準となる衝撃加速度の決定 

（１）締固め試験によって明確な最大乾燥密度が得られる試料 

15cm モールド、2.5kg ランマーを使用し、自然含水比状態の試料について、突固

め回数を一層当り 10,25,40,55 回として 3 層突固めを行い、この 4 種類の突固め回

数における衝撃加速度を 2.の測定方法により測定する。モールドの表面で 4 点程度

衝撃加速度（I）の測定を行い、平均値を各突固め回数における衝撃加速度として、

乾燥密度（ρd）との関係を求める。 

突固め試験で得られた最大乾燥密度の 90%に対応する衝撃加速度を基準となる衝

撃加速度（I0）とする。（図－3参照） 

 

 

（２）締固め試験によって明確な最大乾燥密度が得られない試料 

別途試験盛土を行い衝撃加速度の基準値を定める（図－４ 参照）。 

施工現場で盛土を 4、5、6、7、8回転圧し、各層ごとに２.の測定方法により衝撃加

速度を測定する。転圧回数と衝撃加速度の関係を図－４にまとめ、衝撃加速度が一

定値となる衝撃加速度を目標衝撃加速度とする。 

 

 



図－４ 締固め試験によって明確な最大乾燥密度が得ら

れない試料の基準となる衝撃加速度 
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図－５ セメントや石灰などの固化剤を改良した試料の

基準となる衝撃加速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）セメントや石灰などの固化材により改良した材料の強度推定法 

① セメントや石灰などの固化材により改良した材料を、15cm モールド、2.5kg ラン

マーを用いて、5層 55 回で締め固める。 

② このときと同じ密度で直径 5cm、高さ 10cm 程度の供試体を作製する。 

③ 15cm モールドの供試体は衝撃加速度の測定用、5cm モールドは一軸圧縮試験用と

する。 

④ 7 日間養生した後、衝撃加速度試験を 2.の方法で、一軸圧縮試験を JIS A 1216

により行う。なお、養生にあたっては、JGS 0821 によること。 

⑤ 固化材添加率を変えた試料 4種類程度について、上記①から④を行う。 

⑥ 4 種類の固化材添加率で改良した材料について測定した衝撃加速度と一軸圧縮強

さより、図－５を求める。 

⑦ 図－５より目標一軸圧縮強さに対応する衝撃加速度を基準となる衝撃加速度と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．現場試験 

（１）試験箇所を 1m 四方選定し、地表面を 5 ㎜程度削り、直ナイフ等で水平にならす。

このとき緩んだ土砂、れき等があれば取り除く。 

（２）2.の測定方法により現場の衝撃加速度を測定する。 

（３）現場の合水比を測定する。なお、現場衝撃加速度の測定は盛土施工直後に行うこ

ととする。 

４－７－４ 試験結果の整理 

現場で得た衝撃加速度と基準となる衝撃加速度とを比較して品質管理を行うもので

ある。 

（注）この試験方法は北海道開発局開発土木研究所で定めたものである。 

 

４－８ 無収縮モルタル試験方法 

４－８－１ 適用範囲 

この試験方法は、橋梁用支承の据付けにあたってグラウト材として使用される無収

縮モルタルの品質管理を目的として、実施される試験に適用するものである。 

４－８－２ 試料の採取 

試料は 1 ロットから平均品質を表わすように縮分して必要量を採取しなければなら

ない。 

４－８－３ 試験 

（１）試験の一般条件 

品質管理試験の行う試験室の温度は±3℃、RH、80%以上を原則とする。試験結果

の報告には、試験室の温度、湿度及びモルタル温度を明記しなければならない。 

（２）凝結時間試験方法 

イ．試験用器具 

器具は ATSM-C403T「プロクター貫入抵杭針を用いるコンクリートの凝結試験方

法」の規格に準拠するものとし、プロクター貫入抵抗針、内径 14 ㎝×内高 13 ㎝

の金属製容器及び突き棒等を用いる。 

ロ．試験 

容器にグラウト試料を 2 層に分けて入れ、各層は突き棒を用いて、それぞれ 15

回突き、試料表面を平滑にする。 

試料充填後 30 分毎及び試験の直前に表面のブリージング水を除去し、貫入抵抗

針を用い、グラウト中に針が 1インチの深さに 10 秒で貫入するようにし、この時

の荷重を貫入抵抗針の面積で割った値をグラウト材の貫入抵抗値とする。この抵

抗値が、35kg/㎝２（500psi）及び 280kg/㎝２（4000psi）に達したときの時間をそ

れぞれ測定する。 

ハ．表示 



凝結始発時間は抵抗値 35kg/㎝２のときの測定時間を、終結時間は抵抗値 280kg/

㎝２のときの測定時間を分単位で始発何分、終結何分とそれぞれ表示する。 

（３）付着強度試験方法 

イ．試験用器具 

器具は、幅 15cm×長さ 15 ㎜ x 高さ 15 ㎝の水密性のある型枠、突き棒、鉄板製

の支台、球座その他を使用する。 

ロ．供試体製造 

付着強度試験用の供試体は、3個同時に製作するものとし、これの製造及び養生

は土木学会規準「モルタルの圧縮強度試験による砂の試験方法」（供試体の製造）

に準拠して製造及び養生を行う。 

この供試体の中央には、JISG3112「鉄筋コンクリート用棒鋼」に規定する“SR24"

普通丸鋼φ19 を浮サビ、曲げ等を除去して埋込む。 

ハ．試験 

試験は鉄板製の支台、球座を用い、50t 万能試験機によって約 1ton/分の載荷速

度で荷重を加え、供試体が破壊に至るまでの最大荷重を記録する。試験を行う供

試体の材令は 28 日とする。 

二．表示 

鉄筋と試料モルタルの付着強度は、5-8-3（3）ハ項で記録した最大荷重に対し

て、次式で計算した値によって 1kg/c ㎡まで表示する。 

 

 



４－９  有機剤反応試験方法 

４－９－１  適用範囲 

     この試験方法は、粗骨材の有機剤に対する反応の程度を調べる場合には適用する。 

４－９－２  試験用具 

    １）はかり           ひょう量1kg、感量が0.1g 

    ２）フルイ           10mm、13mm、20mmフルイ 

    ３）ビーカー         ガラス製の1000cc  4個 

    ４）ホーローバット    

    ５）スプーン         柄の長いもの 

    ６）恒温水槽         +20℃±１℃に温度が保てるもの 

    ７）ラップフィルム   輪ゴム 

４－９－３  試薬 

    １）エチレングリコール、市販の自動車用不凍液（JIS K 2234  不凍液の１種）を

エチレングリコール５：水５の容積比の水溶液とした。 

    ２）尿素液  尿素１：水２を重量比で水溶液としたものを用いる。 

４－９－４  試験用骨材 

     フルイを用いて、20mmを通過し13mmに留まる骨材を200個とする。ビーカーに50個ず

つ入れ番号を付す。 

４－９－５  試験方法 

     １）試験温度は恒温水槽で20±１℃に保つ 

     ２）ビーカーの骨材が全部浸透するまで溶液を注ぐ、溶液１種類でビーカー２個分

（骨材100個）とする。 

     ３）溶液の蒸発を防ぐためビーカーにラップフィルムをかけ、輪ゴムで止める。 

     ４）10日目にビーカーごとに骨材をバットに広げて、水をかけながら指で軽く押し

たり、曲げたりして壊れるものを確認する。 

     ５）試料全量を10mmフルイを通して、フルイに留まる個数を数えて崩壊個数を求め

る。 

４－９－６  報告 

     １）骨材産地名（採取事業所名を含む） 

     ２）岩石名 

     ３）使用試薬名 

     ４）試験温度 

     ５）10日目の崩壊骨材個数 

     ６）その他の観察事項 

注）１）崩壊骨材を指で確認するのは、小さな亀裂や角部で崩れるものを確認するの

であるから、むやみに力を入れて破壊してはならない。 



       ２）20mm 級の骨材で２つに割れ、10mm フルイを通らないものは、崩壊とみない。 

       ３）Ｘ線解析を並行して実施するのが望ましい。この場合、造岩鉱物や変質の程

度によってグループ分けし、各々のグループについて実施するとよい。 

       ４）この試験方法は、(独)土木研究所 寒地土木研究所で定めたものである。



 

 



５．コンクリートの耐久性向上対策 

５－１ 総則 

１．適用範囲 

土木構造物の耐久性を確保するために、工事施工時におけるコンクリート中の塩化

物総量規制及びアルカリ骨材反応抑制対策を本仕様書に基づき実施するものとする。 

適用範囲は土木構造物に使用されるコンクリート及びコンクリート工場製品とする。

ただし、仮設構造物（建設後数年の内に撤去するもの。）のように長期の耐久性を期待

しなくともよい構造物及び下記に掲げる構造物は適用除外とする。 

（１）塩化物総量規制 

１）現場打ちコンクリートの場合 

・最大高さ 1m 未満の擁壁・水路・側溝及び街渠等の構造物 

・管（函）渠等       （φ600 ㎜未満、600 ㎜×600 ㎜未満）の構造物 

・道路照明、標識、防護柵等の構造物 

・消波・根固めブロック   （鉄筋で補強されたものは除く） 

・コンクリート舗装     （鉄筋、鉄鋼等で補強されたものは除く） 

・トンネルの覆工コンクリート（        〃        ） 

・ダム・流路工       （        〃        ） 

２）コンクリート工場製品の場合 

・無筋コンクリート製品 

（２）アルカリ骨材反応抑制対策 

１）現場打ちコンクリートの場合 

・適用除外品目はない 

２）コンクリート工場製品の場合 

・適用除外品目はない 

５－２ コンクリート中の塩化物総量規制 

１．塩化物総量の規制値 

塩化物総量の規制値は、道路・河川工事仕様書第 1 編第 3 章無筋、鉄筋コンクリー

トの規定によるものとする。 

２．試験 

（１）塩化物量の試験はコンクリート打設前あるいは、グラウトの注入前に行うものと

する。 

（２）試験は、原則としてコンクリート打設場所で行う。ただし、やむを得ず試験を受

注者がレディミクストコンクリート工場で行う場合は監督職員の立会いを得て行う

ものとする。 

 



（３）試験は、コンクリートの打設が午前と午後にまたがる場合は、午前に 1 回コンク

リート打設前に行い、その試験結果が塩化物総量の規制値の 1/2 以下の場合は、午

後の試験を省略することができる。ただし、打設量が少量で半日で打設が完了する

ような場合には 1 回試験を行うものとする。また、コンクリートの種類（材料及び

配合等）や工場が変わる場合については、その都度、試験を行うものとする。（1 試

験の測定回数は 3回とする） 

注）塩化物総量の規制値の 1/2 以下の場合とは、1試験における 3回の測定値の平

均値が、1/2 以下でなければならない。 

（４）試験結果の判定は、3回の測定値の平均値が、1.塩化物総量の規制値に示している

規制値以下であることをもって合格とする。 

なお、試験の結果不合格になった場合は、その運搬車のコンクリートの受け取り

を拒否するとともに、次の運搬車から毎回試験を行い、それぞれ結果が規制値を下

回ることを確認した後そのコンクリートを用いるものとする。ただし、この場合塩

化物総量が安定して規制値を下回ることが確認できれば、その後の試験は通常の頻

度で行ってもよいものとする。 

（５）コンクリート工場製品を購入して使用する場合は、製造業者に工場での品質管理

データを報告させ規制値に適合しているものを使用するものとする。 

３．測定器具及び測定方法 

（１）測定器 

測定器は、その性能について(財)国土開発技術研究センターの評価を受けたもの

を用いるものとする。 

（２）容器その他の器具 

測定に用いる容器その他の器具は、コンクリート中のアルカリ等に侵されず、ま

た測定結果に悪い影響を及ぼさない材質を有し、塩化物の付着等がないように洗浄

した後、表面の水分を取り除いたものを用いなければならない。 

（３）測定方法 

１）試料の採取 

試料は、JIS A l115（まだ固まらないコンクリートの試料採取方法）に従い必

要量採取するものとする。 

２）測定 

採取した試料は、さじ等を用いて十分かくはんした後、それぞれ測定に必要な

量を採り分ける。 

３）コンクリート中の塩化物含有量の計算方法 

3 回の測定値の平均値と、示方配合に示された単位水量により、コンクリート中

の塩化物含有量を次式を用いて計算する。 

Ｃw=Ｋ・Ｗw・ｘ/100 



Ｃw：フレッシュコンクリート中の単位容積当りの塩化物含有量 

（kg/ｍ３・Cl－重量換算） 

Ｋ ：測定器に標示される換算物質の違いを補正するための係数 

（Cl－では 1.00、NaCl では 0.607） 

Ｗw：示方配合に示された単位水量（kg/ｍ３） 

ｘ ：3回の測定値の平均値 

（ブリージング水の Cl－又は NaCl 換算塩化物濃度（%）） 

４．再試験 

原則として測定器の作動に異常があると思われる場合以外は再試験は行わないもの

とする。 

５．測定記録 

（１）測定結果は別紙様式コンクリート中の塩分測定表により提出するものとする。 

（２）測定値を後日確認できるように計器の表示部等を測定ごとにカラー写真撮影して

提出するものとする。 

（３）コンクリート工場製品の場合は、工場の品質管理データを提出するものとする。 

５－３ アルカリ骨材反応抑制対策（土木・建築共通） 

１．抑制対策 

構造物に使用するコンクリートは、アルカリ骨材反応を抑制するため、次の 3 つの

対策の中のいずれか 1 つについて確認をとらなければならない。なお、土木構造物に

ついては（1）、（2）を優先する。 

（１）コンクリート中のアルカリ総量の抑制アルカリ量が表示されたポルトランドセメ

ント等を使用し、コンクリート 1ｍ３に含まれるアルカリ総量を Na２0 換算で 3.0 ㎏以

下にする。 

（２）抑制効果のある混合セメント等の使用 

JIS R 5211 高炉セメントに適合する高炉セメント[B 種又は C 種]あるいは JIS R 

5213 フライアッシュセメントに適合するフライアッシュセメント[B 種又は C 種]、

もしくは混和材をポルトランドセメントに混入した結合材でアルカリ骨材反応抑制

効果の確認されたものを使用する。 

（３）安全と認められる骨材の使用骨材のアルカリシリカ反応性試験（化学法又はモル

タルバー法）注）の結果で無害と確認された骨材を使用する。 

なお、海水又は潮風の影響を受ける地域において、アルカリ骨材反応による損傷

が構造物の安全性に重大な影響を及ぼすと考えられる場合（（3）の対策をとったも

のは除く）には、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置を講ずることが望まし

い。 

注）試験方法は、JIS A 1145 骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（化学法）又は

JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の付属書 7「骨材のアルカリシリカ反



応性試験方法（化学法）」、JIS A 1146 骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モル

タルバー法）又は JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の付属書 8「骨材

のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）」による。 

５－４ アルカリ骨材反応抑制対策（土木構造物）実施要領 

アルカリ骨材反応抑制対策について、一般的な材料の組み合わせのコンクリートを用

いる際の実施要領を示す。特殊な材料を用いたコンクリートや特殊な配合のコンクリー

トについては別途検討をおこなう。 

１．現場における対処の方法 

ａ．現場でコンクリートを製造して使用する場合 

現地における骨材事情、セメントの選択の余地等を考慮し、2.1～2.3 のうちどの

対策を用いるかを決めてからコンクリートを製造する。 

ｂ．レディーミクストコンクリートを購入して使用する場合レディーミクストコンク

リート生産者と協議して 2.1～2.3 のうちどの対策によるものを納入するかを決めそ

れを指定する。 

なお、2.1、2.2 を優先する。 

ｃ．コンクリート工場製品を使用する場合プレキャスト製品を使用する場合製造業者

に 2.1～2.3 のうちどの対策によっているのかを報告させ適しているものを使用する。 

２．検査・確認の方法 

２．１ コンクリート中のアルカリ総量の抑制 

試験成績表に示されたセメントの全アルカリ量の最大値のうち直近 6 ヶ月の最

大の値（Na2O 換算値%）/100×単位セメント量（配合表に示された値 kg/ｍ3）＋0.53

×（骨材中の NaCl%）/100×（当該単位骨材量 kg/ｍ3）＋混和剤中のアルカリ量

kg/ｍ3が 3.0 ㎏/ｍ3以下であることを計算で確かめるものとする。 

防錆剤等使用量の多い混和剤を用いる場合には、上式を用いて計算すればよい。

なお、AE 剤、AE 減水剤等のように、使用量の少ない混和剤を用いる場合には、簡

易的にセメントのアルカリ量だけを考えて、セメントのアルカリ量×単位セメン

ト量が 2.5kg/ｍ3以下であることを確かめればよいものとする。 

２．２ 抑制効果のある混合セメント等の使用 

高炉セメント B種（スラグ混合比 40%以上）又は C種、もしくはフライアッシュ

セメント B種（フライアッシュ混合比 15%以上）又は C種であることを試験成績表

で確認する。 

また、混和材をポルトランドセメントに混入して対策をする場合には、試験等

によって抑制効果を確認する。 

２．３ 安全と認められる骨材の使用 

JIS A 1145 骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（化学法）又は JIS A 5308

（レディーミクストコンクリート）の付属書 7「骨材のアルカリシリカ反応性試験



（化学法）」による骨材試験は、工事開始前、工事中 1 回／6 ヶ月かつ産地がかわ

った場合に信頼できる試験機関（注）で行い、試験に用いる骨材の採取には受注者が

立ち会うことを原則とする。 

また、JIS A 1146 骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）又

は JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の付属書 8「骨材のアルカリシ

リカ反応性試験（モルタルバー法）」による骨材試験の結果を用いる場合には、試

験成績表により確認するとともに、信頼できる試験機関（注）において、JIS A 1804

「コンクリート生産工程管理用試験方法一骨材のアルカリシリカ反応性試験（迅

速法）」で骨材が無害であることを確認するものとする。この場合、試験に用いる

骨材の採取には受注者が立ち会うことを原則とする。 

なお、2次製品で既に製造されたものについては、受注者が立会い、製品に使用

された骨材を採取し、試験を行って確認するものとする。 

フェロニッケルスラグ骨材、銅スラグ骨材等の人工骨材及び石灰石については、

試験成績表による確認を行えばよい。 

（注）公的機関又はこれに準ずる機関（大学、都道府県の試験機関、公益法人で

ある民間試験機関、その他信頼に値する民間試験機関、人工骨材については製

造工場の試験成績表でよい） 

３．休部からのアルカリの影響について 

2.1 及び 2.2 の対策を用いる場合には、コンクリートのアルカリ量をそれ以上に増や

さないことが望ましい。 

そこで、下記のすべてに該当する構造物に限定して、塩害防止も兼ねて塗装等の塩

分浸透を防ぐための措置を行うことが望ましい。 

１）既に塩害による被害を受けている地域で、アルカリ骨材反応を生じるおそれのあ

る骨材を用いる場合 

２）2.1、2.2 の対策を用いたとしても、外部からのアルカリの影響を受け、被害を生

じると考えられる場合 

３）橋桁等、被害をうけると重大な影響をうける場合 



 

コンクリート中の塩分測定表

備考：測定結果に対する処置を講じた事項等を記入する。

（注）塩分濃度を（％）で測定した場合は、次式で塩分量を求める。

　　　塩分量（㎏／ｍ
3
　）＝単位水量（㎏／ｍ

3
　）×測定値÷100

　様式の規格はＡ４縦書きとする。

塩分量

（㎏/ｍ
3
)

3

ｍ
3
当り

使用量

セ メ ン ト の 種 類

平
均
値

測定値
（％)又は
空　 欄

工 種
1

2

測
定
番
号

測 定 年 月 日 時　刻 ：

測 定 者 氏 名

立 会 者 氏 名

単 位 水 量

工 事 名

請負者名

コ ン ク リ ー ト の
種 類

コ ン ク リ ー ト の
製 造 会 社 名

混 和 剤 の 種 類

・　　　・

㎏／ｍ
3

測 定 器 名



６．施工管理基準のとりまとめ様式 

 



 



 



 





 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

　様式（３７－１）

測定者 ㊞

50ｺ当り 100ｺ当り

有機剤反応試験成績一覧表

試　薬

崩　壊　個　数

10 日 目 備　考
整 理
番 号

骨 材
産 地

会社名 岩石名



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



７．建設工事に伴う騒音振動対策技術指針 

 

改正 
昭和 51 年 3 月 2日建設省機発第 54 号 

昭和 62 年 3 月 30 日建設省経機発第 57 号 

 

Ⅰ 総 論 

 

第１章 目 的 

１．本指針は、建設工事に伴う騒音、振動の発生をできる限り防止することにより、生

活環境の保全と円滑な工事の施工を図ることを目的とする。 

２．本指針は、建設工事に伴う騒音、振動の防止について、技術的な対策を示すものと

する。 

 

第２章 適用範囲 

１．本指針は、騒音、振動を防止することにより、住氏の生活環境を保全する必要があ

ると認められる以下に示す区域におけるすべての建設工事に適用することを原則とす

る。 

ただし、災害その他の事由により緊急を要する場合はこの限りでない。 

（１）良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域 

（２）住居の用に供されているため、静穏の保持を必要とする区域 

（３）住居の用にあわせて商業、工業等の用に供されている区域であって相当数の住居

が集合しているため、騒音、振動の発生を防止する必要がある区域 

（４）学校、保育所、病院、診療所、図書館、老人ホーム等の敷地の周囲おおむね 80m

の区域 

（５）家畜飼育場、精密機械工場、電子計算機設置事業場等の施設の周辺等、騒音、振

動の影響が予想される区域 

 

第３章 現行法令 

１．騒音、振動対策の計画、実施にあたっては、公害対策基本法、騒音規制法及び振動

規制法について十分理解しておかなければならない。 

２．地方公共団体によっては、騒音規制法及び振動規制法に定めた特定建設作業以外の

作業についても条例等により、規制、指導を行っているので、対象地域における条例

等の内容を十分は握しておかなければならない。 

 



第４章 対策の基本事項 

１．騒音、振動対策の言十画、設計、施工にあたっては、施工法、建設機械の騒音、振

動の大きさ、発生実態、発生機構等について十分理解しておかなければならない。 

２．騒音、振動対策については、騒音、振動の大きさを下げるほか、発生期間を短縮す

る等全体的に影響の小さくなるように検討しなければならない。 

３．建設工事の設計にあたっては、工事現場周辺の立地条件を調査し、全体的に騒音、

振動を低減するよう次の事項について検討しなければならない。 

（１）低騒音、低振動の施工法の選択 

（２）低騒音型建設機械の選択 

（３）作業時間帯、作業工程の設定 

（４）騒音、振動源となる建設機械の配置 

（５）遮音施設等の設置 

４．建設工事の施工にあたっては、設計時に考慮された騒音、振動対策をさらに検討し、

確実に実施しなければならない。なお、建設機械の運転についても以下に示す配慮が

必要である。 

（１）工事の円滑を図るとともに現場管理等に留意し、不必要な騒音、振動を発生させ

ない。 

（２）建設機械等は、整備不良による騒音、振動が発生しないように点検、整備を十分

に行う。 

（３）作業待ち時には、建設機械等のエンジンをできる限り止める等騒音、振動を発生

させない。 

５．建設工事の実施にあたっては、必要に応じ工事の目的、内容等について、事前に地

域住氏に対して説明を行い、工事の実施に協力を得られるように努めるものとする。 

６．騒音、振動対策として施工法、建設機械、作業時間帯を指定する場合には、仕様書

に明記しなければならない。 

７．騒音、振動対策に要する費用については、適正に積算、計上しなければならない。 

８．起業者、施工者は、騒音、振動対策を効果的に実施できるように協力しなければな

らない。 

第５章 現地調査 

１．建設工事の設計、施工にあたっては、工事現場及び現場周辺の状況について、施

工前調査、施工時調査。等を原則として実施するものとする。 

２．施工前調査は、建設工事による騒音、振動対策を検討し、工事着手前の状況を把

握するために、次の項目について行うものである。 

（１）現場周辺状況 

工事現場周辺について、家屋、施設等の有無、規模、密集度、地質、土質及び

騒音又は振動源と家屋等の距離等を調査し、必要に応じ騒音、振動の影響につい



ても検討する。 

（２）暗騒音、暗振動 

工事現場の周辺において、作業時間帯に応じた暗騒音、暗振動を必要に応じ測

定する。 

（３）建造物等 

工事現場の周辺において、建設工事による振動の影響が予想される建造物等に

ついて工事施工前の状況を調査する。 

３．施工時調査は、建設工事の施工時において、必要に応じ騒音、振動を測定し、工

事現場の周辺の状況、建造物等の状態を把握するものである。なお、施工直後にお

いても必要に応じ建造物等の状態を把握するものとする。 



 

Ⅱ 各 論 

 

第６章 土 工 

（掘削、積込み作業） 

１．掘削、積込み作業にあたっては、低騒音型建設機械の使用を原則とする。 

２．掘削はできる限り衝撃力による施工を避け、無理な負荷をかけないようにし、不必

要な高速運転や、むだな空ぶかしを避けて、ていねいに運転しなければならない。 

３．掘削積込機から直接トラック等に積込む場合、不必要な騒音、振動の発生を避けて、

ていねいに行わなければならない。（ブルドーザ作業） 

４．ブルドーザを用いて掘削押し土を行う場合、無理な負荷をかけないようにし、後進

時の高速走行を避けて、ていねいに運転しなければならない。 

（締固め作業） 

５．締固め作業にあたっては、低騒音型建設機械の使用を原則とする。 

６．振動、衝撃力によって締固めを行う場合、建設機械の機種の選定、作業時間帯の設

定等について十分留意しなければならない。 

 

第７章 運搬工 

（運搬の計画） 

１．運搬の計画にあたっては、交通安全に留意するとともに、運搬に伴って発生する騒

音、振動について配慮しなければならない。 

（運搬路の選定） 

２．運搬路の選定にあたっては、予め道路及び付近の状況について十分調査し、下記事

項に留意しなければならない。なお、事前に道路管理者、公安委員会（警察）等と協

議することが望ましい。 

（１）通勤、通学、買物等で特に歩行者が多く歩車道の区別のない道路はできる限り避

ける。 

（２）必要に応じ往路、復路を別経路にする。 

（３）できる限り舗装道路や幅員の広い道路を選ぶ。 

（４）急な縦断勾配や、急カーブの多い道路は避ける。 

（運搬路の維持） 

３．運搬路は点検を十分に行い、特に必要がある場合は維持補修を工事計画に組込む等

対策に努めなければならない。 

（走  行） 

４．運搬車の走行速度は、道路及び付近の状況によって必要に応じ制限を加えるように

計画、実施するものとする。なお、運搬車の運転は、不必要な急発進、急停止、空ぶ

かし等を避けて、ていねいに行わなければならない。 



 

（運搬車） 

５．運搬車の選定にあたっては、運搬量、投入台数、走行頻度、走行速度等を十分検討

し、できる限り騒音の小さい車両の使用に努めなければならない。 

 

第８章 岩石掘削工 

（岩石掘削の計画） 

１．岩石掘削の計画にあたっては、リッパ工法、発破リッパ工法、発破工法等の工法に

ついて比較検討し、総体的に騒音、振動の影響が小さい工法を採用しなければならな

い。 

（せん孔） 

２．さく岩機によりせん孔を行う場合、必要に応じ防音対策を講じた機械の使用につい

て検討するものとする。 

（発 破） 

３．発破掘削を行う場合、必要に応じ低爆速火薬等の特殊火薬や、遅発電気雷管等の使

用について検討するものとする。 

 

第９章 基礎工 

（基礎工法の選定） 

１．基礎工法の選定にあたっては、既製ぐい工法、場所打ぐい工法、ケーソン工法等に

ついて、総合的な検討を行い、騒音、振動の影響の小さい工法を採用しなければなら

ない。 

（既製ぐい工法） 

２．既製ぐいを施工する場合には、中掘工法、プレボーリング工法等を原則とし、次の

ような騒音、振動対策を検討しなければならない。 

（１）作業時間帯 

（２）低騒音型建設機械の使用 

３．既製ぐいの積み卸し、吊り込み作業等は不必要な騒音、振動の発生を避けて、てい

ねいに行わなければならない。 

（場所打ぐい工法） 

４．場所打ぐい工法には、多くの種類の掘削工法があり、それらの騒音、振動の程度、

発生機構も異なるので留意しておく必要がある。 

５．場所打ぐい工法では、土砂搬出、コンクリート打設等による騒音、振動の低減につ

いて配慮しておかなければならない。また、各くいが連続作業で施工されることから

作業工程と作業時間帯についても留意しておかなければならない。 

（ケーソン工法） 

６．ニューマチックケーソン工法では、昼夜連続作業で施工されることから、エアーロ



 

ックの排気音、合図音及び空気圧縮機等の騒音、振動対策を検討しておく必要がある。 

 

第 10 章 土留工 

（土留工法の選定） 

１．土留工法の選定にあたっては、鋼矢板土留工法、鋼ぐいと土留板による工法、地下

連続壁工法等について、総合的な検討を行い、騒音、振動の小さい工法を採用しなけ

ればならない。 

（鋼矢板土留工法、鋼ぐいと土留板による工法） 

２．鋼矢板、鋼ぐいを施工する場合には、油圧式圧入引抜き工法、多滑車式引抜き工法、

アースオーガによる掘削併用圧入工法、油圧式超高周波くい打工法、ウォータジェッ

ト工法等を原則とし、次の騒音、振動対策を検討しなければならない。 

（１）作業時間帯 

（２）低騒音型建設機械の使用 

３．H鋼、鋼矢板等の取り付け、取り林し作業及び積込み、積卸し作業等は不必要な騒音、

振動の発生を避けて、ていねいに行わなければならない。 

（地下連続壁工法） 

４．地下連続壁工法は、土留部材を本体構造に利用できる場合や工事現場の周辺の地盤

沈下に対する制限が厳しい場合には、騒音、振動の低減効果も考慮し採否を検討する。 

 

第 11 章 コンクリート工 

（コンクリートプラント） 

１．コンクリートプラントの設置にあたっては、周辺地域への騒音、振動の影響が小さ

い場所を選び、十分な設置面積を確保するものとする。なお、必要に応じ防音対策を

講じるものとする。 

２．コンクリートプラント場内で稼働、出入りする関連機械の騒音、振動対策について

配慮する必要がある。 

（トラックミキサ） 

３．コンクリートの打設時には、工事現場内及び付近におけるトラックミキサの待機場

所等について配慮し、また不必要な空ぶかしをしないように留意しなければならない。 

（コンクリートポンプ車） 

４．コンクリートポンプ車でコンクリート打設を行う場合には、設置場所に留意すると

ともにコンクリート圧送パイプを常に整備して不必要な空ぶかし等をしないように留

意しなければならない。 

 

 

 



 

第 12 章 舗装工 

（アスファルトプラント） 

１．アスファルトプラントの設置にあたっては、周辺地域への騒音、振動の影響ができ

るだけ小さい場所を選び、十分な設置面積を確保するものとする。なお、必要に応じ

防音対策を講じるものとする。 

２．アスファルトプラント場内で稼働、出入りする関連機械の騒音、振動対策について

配慮する必要がある。 

（舗 装） 

３．舗装にあたっては、組合せ機械の作業能力をよく検討し、段取り待ちが少なくなる

ように配慮しなければならない。 

（舗装版とりこわし） 

４．舗装版とりこわし作業にあたっては、油圧ジャッキ式舗装版破砕機、低騒音型のバ

ックホウの使用を原則とする。また、コンクリートカッタ、ブレーカ等についても、

できる限り低騒音の建設機械の使用に努めるものとする。 

５．破砕物等の積込み作業等は、不必要な騒音、振動を避けて、ていねいに行わなけれ

ばならない。 

 

第 13 章 鋼構造物工 

（接 合） 

１．現場における高力ボルトによる鋼材の接合には、電動式レンチ又は油圧式レンチの

使用を原則とする。 

２．現場における鋼材の穴合わせには、必要に応じドリフトピンを打撃する方法にかえ

て、油圧式又は電動式の静的方法の採用を検討するものとする。 

（クレーン車の選定） 

３．クレーン車の選定にあたっては、低騒音型建設機械の採否について検討するものと

する。 

（架 設） 

４．架設に使用するクレーン等の運転は、作業時間帯に留意するとともに、無理な負荷

をかけないように、ていねいに行わなければならない。 

 

第 14 章 構造物とりこわし工 

（とりこわし工法の選定） 

１．コンクリート構造物を破砕する場合には、工事現場の周辺の環境を十分考慮し、コ

ンクリート圧砕機、ブレーカ、膨張剤等による工法から、適切な工法を選定しなけれ

ばならない。 

（小 割） 



 

２．とりこわしに際し小割を必要とする場合には、トラックヘ積込み運搬可能な程度に

ブロック化し、騒音、振動、影響の少ない場所で小割する方法を検討しなければなら

ない。なお、積込み作業等は、不必要な騒音、振動を避けて、ていねいに行わなけれ

ばならない。 

（防音シート等） 

３．コンクリート構造物をとりこわす作業現場は、騒音対策、安全対策を考慮して必要

に応じ防音シート、防音パネル等の設置を検討しなければならない。 

 

第 15 章 トンネル工 

（掘削工） 

１．坑口付近の掘削は、発破等の騒音、振動をできる限り低減させるように配慮しなけ

ればならない。 

２．トンネル本体掘削時の発破騒音対策として、坑口等に防音壁、防音シート等の設置

を検討しなければならない。 

３．土かぶりの小さい箇所で発破による掘削を行う場合には、特に振動について配慮し

なければならない。 

（ずりの運搬、処理） 

４．ずりの運搬、処理に用いる建設機械は、ていねいに運転しなければならない。 

（換気設備等） 

５．換気設備及び空気圧縮機等は、工事現場の周辺の環境を考慮して設置するとともに、

必要に応じ騒音、振動を低減させるように配慮しなければならない。 

 

第 16 章 シールド・推進工 

（泥水処理設備等） 

１．泥水処理設備、換気設備等は、設置場所に留意するとともに、必要に応じ防音パネ

ル、防振装置等の設置について検討しなければならない。 

（掘 削） 

２．土かぶりの小さい箇所における掘削については、推進に伴う振動に留意しなければ

ならない。 

（資機材の運搬） 

３．資機材の運搬にあたっては、作業時間帯に留意するとともに、必要に応じ騒音、振

動対策を講じなければならない。 

 

第 17 章 軟弱地盤処理工 

（軟弱地盤処理工法の選定） 

１．軟弱地盤処理工法の選定にあたっては、対象地盤性状と発生する騒音、振動との関



 

連を考慮の上、総合的な検討を行い、工法を決定しなければならない。 

（施 工） 

２．軟弱地盤処理工の施工にあたっては、施工法に応じ、騒音、振動を低減させるよう

に配慮しなければならない。なお、特に振動が問題となりやすいので留意しなければ

ならない。 

 

第 18 章仮設工 

（設 置） 

１．仮設材の取り付け、取り外し及び積込み、積卸しはていねいに行わなければならな

い。 

（路面覆工） 

２．覆工板の取り付けにあたっては、段差、通行車両によるがたつき、はね上がり等に

よる騒音、振動の防止に留意しなければならない。 

 

第 19 章 空気圧縮機・発動発電機等 

（空気圧縮機、発動発電機等） 

１．可搬式のものは、低騒音型建設機械の使用を原則とする。 

２．定置式のものは、騒音、振動対策を講じることを原則とする。 

（排水ポンプ） 

３．排水ポンプの使用にあたっては、騒音の防止に留意しなければならない。 

（設 置） 

４．空気圧縮機・発動発電機、排水ポンプ等は、工事現場の周辺の環境を考慮して、騒

音、振動の影響の少ない箇所に設置しなければならない。 



８．建設材料の品質記録の保存要領 

８－１ 適用範囲 

８－１－１ 構造物の生コンクリート 

（１）道路構造物    橋梁、覆道、トンネル、函渠、重要な擁壁（高さ 5m 以上の鉄

筋コンクリート擁壁）等 

（２）河川構造物    ダム（砂防）、水門、樋門、排水機場、床止等 

（３）港湾・漁港構造物 ケーソン、上部場所打コンクリート、エプロン（コンクリー

トプラント船等も対象） 

（４）空港構造物    橋梁、覆道、トンネル、函渠、重要な擁壁（高さ 5m 以上の鉄

筋コンクリート擁壁）等、ダム（砂防）、水門、樋門、排水機

場、床止等 

（５）農業構造物    ダム、頭首工、トンネル、揚排水機場 

８－１－２ コンクリート二次製品 

管（函）渠類（管渠呼称 1,000 ㎜×1,000 ㎜以上）、枕類、桁類（農業:小規模農道橋

を除く）等 

 

８－２ 提出資料 

下記品質記録資料を工事竣工までに提出するものとする。提出資料は、原本及び電子

データとする。なお、資料の作成方法は別添様式による。 

８－２－１ 総括表（1）、（2）………A4 版 

８－２－２ 品質記録図………………A3 版 

対象構造物及び対象コンクリート二次製品の概要図を作成する。 

８－２－３ 記録台帳…………………A4 版 

・生コンクリート品質記録表 

（１）配合 

 （２）材料特性           ① セメント 

                   ② 骨材 

                   ③ 混和材料 

（３）コンクリートの品質試験結果 

（４）打設関係 

・コンクリートニ次製品の品質記録表 

（１）配合 

 （２）材料特性           ① セメント 

                   ② 骨材 

                   ③ 混和材料 



（３）コンクリート二次製品の品質 

８－３ 保存方法 

発注者は品質記録資料の原本及び電子データを工事完成図書として永久保存する。

ただし、更新した場合は新規のものを永久保存し、旧のものは破棄する。また、部分

更新の場合は更新部分を追加保存する。 

電子データの作成は「北海道開発局における電子納品等に関する手引き」によるも

のとする。 

８－４ 構造物表示板 

道路、河川及び農業部門における品質記録の保存された構造物については、その構

造物に表示板を取り付けるものとする。 

構造物表示板の取り付け方法は、別紙－2の構造物表示板取り付け方法による。 
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９．薬液注入工法 

 

① 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針 

建設省官技発第 160 号 

昭和 49 年 7 月 10 日 

 

第１章 総則 

１－１ 目的 

この指針は、薬液注入工法による人の健康被害の発生と地下水等の汚染を防止する

ために必要な工法の選定、設計、施工及び水質の監視についての暫定的な指針を定め

ることを目的とする。 

１－２ 適用範囲 

この指針は、薬液注入工法による建設工事に適用する。ただし、工事施工中緊急事

態が発生し、応急措置として行うものについては、適用しない。 

１－３ 用語の定義 

この指針において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

（１）薬液注入工法 

薬液を地盤に注入し、地盤の透水性を減少させ、又は地盤の強度を増加させる工

法をいう。 

（２）薬液 

次に掲げる物質の一以上をその成分の一部に含有する液体をいう。 

イ．けい酸ナトリウム 

ロ．リグニン又はその誘導体 

ハ．ポリイソシアート 

ニ．尿素・ホルムアルデヒド初期縮合物 

ホ．アクリルアミド 

  



② 薬液注入工法に係る施工管理等について 

建設省技調第 188 号の 2 

平成 2年 9月 18 日 

 

〔I 注入量の確認〕 

１．材料搬入時の管理 

（１）水ガラスの品質については、JIS K 1408 に規定する項目を示すメーカーによる証

明書を監督職員に工事着手前及び 1 ヶ月経過毎に提出するものとする。また水ガラ

スの入荷時には搬入状況の写真を撮影するとともに、メーカーによる数量証明書を

その都度監督職員に提出するものとする。 

（２）硬化剤等については、入荷時に搬入状況の写真を撮影するとともに、納入伝票を

その都度監督職員に提出するものとする。 

（３）監督職員等は、必要に応じて、材料入荷時の写真、数量証明書等について作業日

報等と照合するとともに、水ガラスの数量証明書の内容をメーカーに照会するもの

とする。 

２．注入時の管理 

（１）チャート紙は、発注者の検印のあるものを用い、これに施工管理担当者が日々作

業開始前にサイン及び日付を記入し、原則として切断せず 1 ロール使用毎に監督職

員に提出するものとする。なお、やむを得ず切断する場合は、監督職員等が検印す

るものとする。 

また、監督職員等が現場立会した場合等には、チャート紙に監督職員等がサイン

をするものとする。 

（２）監督職員等は、適宜注入深度の検尺に立会するものとする。また、監督職員等は、

現場立会した場合等には、注入の施工状況がチャート紙に適切に記録されているか

を把握するものとする。 

（３）大規模注入工事（注入量 500 以上）においては、プラントのタンクからミキサー

迄の間に流量積算を設置し、水ガラスの日使用量等を管理するものとする。 

（４）適正な配合とするため、ゲルタイム（硬化時間）を、原則として作業開始前、午

前、午後の各一回以上測定するものとする。 

  



〔Ⅱ 注入の管理及び注入の効果の確認〕 

１．注入の管理 

当初設計量（試験注入等により設計量に変更が生じた場合は、変更後の設計量）を

目標として注入するものとする。注入にあっては、注入量一注入圧の状況及び施工時

の周辺状況を常時監視して、以下の場合に留意しつつ、適切に注入するものとする。 

①次の場合には直ちに注入を中止し、監督職員と協議のうえ適切に対応するものとす

る。 

イ．注入速度（吐出量）を一定のままで圧力が急上昇又は急低下する場合。 

ロ．周辺地盤等の異常の予兆がみられる場合。 

②次の場合は、監督職員と協議のうえ必要な注入量を追加する等の処置を行うものと

する。 

イ．掘削時湧水が発生する等止水効果が不十分で、施工に影響を及ぼすおそれがあ

る場合。 

ロ．地盤条件が当初の想定と異なり、当初設計量の注入では地盤強化が不十分で、

施工に影響を及ぼすおそれがある場合。 

２．注入の効果の確認 

発注者は、試験注入及び本注入後において、規模、目的を考慮し必要に応じて、適

正な手法により効果を確認するものとする。 

 

〔Ⅲ 条件明示等の徹底〕 

薬液注入工事を適確に実施するため、別紙 2 のとおり条件明示等を適切に行うものと

する。 

なお、前記Ⅱ．の 1．を含め注入量が当初設計量と異なる等、契約条件に変更が生じた

場合は、設計変更により適切に対応するものとする。 

 

③薬液注入工法に係る条件明示事項等について 

 

１．契約時に明示する事項 

（１） 工法区分 二重管ストレーナー、ダブルパッカー等 

（２） 材料種類 ①溶液型、懸濁型の別 

②溶液型の場合は、有機、無機の別 

③瞬結、中結、長結の別 

（３） 施工範囲 ①注入対象範囲 

②注入対象範囲の土質分布 

（４） 削  孔 ①削孔間隔及び配置 

②削孔総延長 



③削孔本体 

なお、一孔当りの削孔延長に幅がある場合、3の①注入対象範囲、4の①削孔間

隔及び配置等に一孔当りの削孔延長区分がわかるよう明示するものとする。 

（５） 注入量  ①総注入量 

②土質別注入率 

（６） その他  上記の他、本文 I、Ⅱ、に記述される事項等薬液注入工法の適切な施

工管理に必要となる事項 

注）（3）の①注入対象範囲及び（4）の①削孔間隔及び配置は、標準的なものを表し

ていることを合わせて明示するものとする。 

２．施工計画打合せ時等に受注者から提出する事項 

上記 1.に示す事項の他、以下について双方で確認するものとする。 

（１）工法関係  ①注入圧 

②注入速度 

③注入順序 

④ステップ長 

（２）材料関係   ①材料（搬入・流通経路等を含む） 

②ゲルタイム 

③配合 

３．その他 

なお、「薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針」に記載している事項

についても適切に明示するものとする。 

 

第２章 薬液注入工法の選定 

２－１ 薬液注入工法の採用 

薬液注入工法の採用は、予め 2-2 に掲げる調査を行い、地盤の改良を行う必要があ

る箇所について他の工法の採用の適否を検討した結果、薬液注入工法によらなければ、

工事現場の保安、地下埋設物の保護、周辺の家屋その他の工作物の保全及び周辺の地

下水位の低下の防止が著しく困難であると認められる場合に限るものとする。 

２－２ 調査 

薬液注入工法の採用の決定にあたって行う調査は、次のとおりとする。 

（１）土質調査 

土質調査は、次に定めるところに従って行うものとする。 

（イ）原則として、施工面積 1,000 平方メートルにつき 1箇所、各箇所間の距離 100

メートルを超えない範囲でボーリングを行い、各層の資料を採取して透水性、強

さ等に関する物理的試験及び力学的試験による調査を行わなければならない。 

（ロ）河川の付近、旧河床等局部的に土質の変化が予測される箇所については、（イ）



に定める基準よりも密にボーリングを行わなければならない。 

（ハ）（イ）又は（ロ）によりボーリングを行った各地点の間は、必要に応じサウン

ディング等によって補足調査を行い、その間の変化を把握するように努めなけれ

ばならない。 

（二）（イ）から（ハ）までにかかわらず、岩盤については、別途必要な調査を行う

ものとする。 

（２）地下埋設物調査 

地下埋設物調査は、工事現場及びその周辺の地下埋設物の位置、規格、構造及び

老朽度について、関係諸機関から資料を収集し、必要に応じつぼ掘により確認して

行うものとする。 

（３）地下水位調査 

地下水位調査は、工事現場及びその周辺の井戸等について、次の調査を行うもの

とする。 

（イ）井戸の位置、深さ、構造、使用目的及び使用状況 

（ロ）河川、湖沼、海域等の公共用水域及び飲用のための貯水池並びに養魚施設（以

下「公共用水域等」という。）の位置、深さ、形状、構造、利用目的及び利用状況 

２－３使用できる薬液 

薬液注入工法に使用する薬液は、当分の間水ガラス系の薬液（主剤がけい酸ナトリ

ウムである薬液をいう。以下同じ。）で劇物又はフッ素化合物を合まないものに限るも

のとする。 

 

第３章 設計及び施工 

３－１ 設計及び施工に関する基本的事項 

薬液注入工法による工事の設計及び施工については、薬液注入箇所周辺の地下水及

び公共用水域等において、別表－1の水質基準が維持されるよう、当該地域の地盤の性

質、地下水の状況及び公共用水域等の状況に応じ適切なものとしなければならない。 

３－２ 現場注入試験 

薬液注入工事の施工にあたっては、予め、注入計画地盤又はこれと同等の地盤にお

いて設計どおりの薬液の注入が行われるか否かについて、調査を行うものとする。 

３－３ 注入にあたっての措置 

（１）薬液の注入にあたっては、薬液が十分混合するように必要な措置を講じなければ

ならない。 

（２）薬液の注入作業中は、注入圧力と注入量を常時監視し、異常な変化を生じた場合

は直ちに注入を中止し、その原因を調査して適切な措置を講じなければならない。 

（３）地下埋設物に近接して薬液の注入を行う場合においては、当該地下埋設物に沿っ

て薬液が流出する事態を防止するよう必要な措置を講じなければならない。 



３－４ 労働災害の発生の防止 

薬液注入工事及び薬液注入箇所の掘削工事の施工にあたっては、労働安全衛生法そ

の他の法令の定めるところに従い安全教育の徹底、保護具の着用の励行、換気の徹底

等労働災害の発生の防止に努めなげればならない。 

３－５ 薬液の保管 

薬液の保管は、薬液の流出、盗難等の事態が生じないよう厳正に行わなければなら

ない。 

３－６ 排出水等の処理 

（１）注入機器の洗浄水、薬液注入箇所からの湧水等の排出水を公共用水域へ排出する

場合においては、その水質は、別表－2 の基準に適合するものでなければならない。 

（２）（1）の排出水の排出に伴い排水施設に発生した泥土は、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律その他の法令の定めるところにより、適切に処分しなければならない。 

３－７ 残土及び残材の処分方法 

（１）薬液を注入した地盤から発生する掘削残土の処分にあたっては、地下水及び公共

用水域等を汚染することのないよう必要な措置を講じなければならない。 

（２）残材の処理にあたっては、人の健康被害が発生することのないよう措置しなけれ

ばならない。 

 

第４章 地下水等の水質の監視 

４－１ 下水等の水質の監視 

（１）事業主体は、薬液の注入による地下水及び公共用水域等の水質の汚濁を防止する

ため、薬液注入箇所周辺の地下水及び公共用水域等の水質の汚濁の状況を監視しな

ければならない。 

（２）水質の監視は、4-2 に掲げる地点で採水し、別表－1に掲げる検査項目について同

表に掲げる検査方法により検査を行い、その測定値が同表に掲げる水質基準に適合

しているか否かを判定することにより行うものとする。 

（３）（2）の検査は、公的機関又はこれと同等の能力及び信用を有する機関において行

うものとする。 

４－２ 採水地点 

採水地点は、次の各号に掲げるところにより選定するものとする。 

（１）地下水については、薬液注入箇所及びその周辺の地域の地形及び地盤の状況、地

下水の流向等に応じ、監視の目的を達成するため必要な箇所について選定するもの

とする。この場合において、注入箇所からおおむね 10 メートル以内に少なくとも数

箇所の採水地点を設けなければならない。 

なお、採水は、観測井を設けて行うものとし、状況に応じ既存の井戸を利用して

も差し支えない。 



（２）公共用水域等については、当該水域の状況に応じ、監視の目的を達成するため必

要な箇所について選定するものとする。 

４－３ 採水回数 

採水回数は、次の各号に定めるところによるものとする。 

（１）工事着手前 1回 

（２）工事中毎日 1回以上 

（３）工事終了後 （イ）2週間を経過するまで毎日 1回以上（当該地域における地下水

の状況に著しい変化がないと認められる場合で、調査回数を

減じても監視の目的が十分に達成されると判断されるときは、

週 1回以上） 

（ロ）2週間経過後半年を経過するまでの間にあっては、月 2回以上 

４－４ 監視の結果講ずべき措置 

監視の結果、水質の測定値が別表－1 に掲げる水質基準に適合していない場合又は、

そのおそれのある場合には、直ちに工事を中止し、必要な措置をとらなければならな

い。 

 

別表－１ 

水 質 基 準 

薬液の種類 検査項目 検査方法 水質基準 備考 

水ガラス系 水素イオン

濃度 

水質基準に関する省令（昭和 41 年厚生省令

第 11 号。以下「厚生省令」という。）又は

日本工業規格 K0102 の 8 に定める方法 

PH 値 8.6 以下であ

ること。 

 

過マンガン

酸カリウム

消費量 

厚生省令に定める方法 10ppm 以下である

こと。 

薬液成分として有機

物を含むものに限

る。 

フッ素 厚生省令に定める方法 0.8ppm 以下である

こと。 

薬液成分としてフッ

素化合物を含むもの

に限る。 

尿素系 ホルムアル

デヒド 

日本薬学会協定衛生試験法のうち保存料試

験法の 17b-1 による方法 

 

検出されないこと。  

アクリルア

ミド系 

アクリルア

ミド 

ガスクロマトグラフ法（試料を 10 倍に濃縮

し、炎イオン化検出器を用いて測定するも

のに限る） 

検出されないこと。  

リグニン系 6 価クロム 厚生省令に定める方法 0.05ppm 以下であ

ること。 

 

 

注）検出されないこととは、定量限界以下をいう。 

  定量限界は、次のとおりである。 

   ホルムアルデヒド 0.5ppm 

   アクリルアミド 0.1ppm 

 

 



別表－２ 

排 水 基 準 

薬液の種類 検査項目 検査方法 水質基準 備考 

水ガラス系 水素イオン

濃度 

日本工業規格 K0l02 の 8 に定める方法 

 

排水基準を定める総理府

令（昭和 46 年総理府令第

35 号。以下「総理府令」

という。）に定める一般基

準に適合すること。 

 

生物化学的

酸素要求量

又は化学的

酸素要求量 

日本工業規格 K0102 の 16 又は 13 に定める

方法 

総理府令に定める一般基

準に適合すること。 

 

薬液成分とし

て有機物を含

む も の に 限

る。 

フッ素 日本工業規格 K0102 の 28 に定める方法 総理府令に定める一般基

準に適合すること。 

薬液成分とし

てフッ素化合

物を含むもの

に限る。 

尿素系 水素イオン

濃度 

日本工業規格 K0102 の 8 に定める方法 

 

総理府令に定める一般基

準に適合すること。 

 

 

ホルムアル

デヒド 

日本薬学会協定衛生試験法のうち保存料試

験法の 17b-1 による方法又は日本工業規格

K0102 の 21 に定める方法 

5ppm 以下であること。 

 

 

アクリルア

ミド系 

アクリルア

ミド 

ガスクロマトグラフ法（炎イオン化検出器

を用いて測定するものに限る。） 

 

1ppm 以下であること。  

リグニン系 6 価クロム 日本工業規格K0102の51.2.1に定める方法 総理府令に定める一般基

準に適合すること。 

 

 

 



10．平成 15 年度一部改訂版北海道公共用緑化樹木等規格基準（案） 

 

１．適用の範囲 

本基準（案）は、北海道において、主として都市緑化の用に供される公共用緑化樹木

等について、品質と寸法を定めたものであり、樹木等の搬入（納品）時に適用すべきも

のである。 

なお、本基準（案）は、公共施設等の緑化にあたって、使用する樹木等のうち必要最

小限の種について、これを使用する場合の一つの基準を示したものである。よって、地

域の特性や緑化の目的等による他の樹種の使用、あるいは本寸法規格意外の樹木等の使

用を制限するものではない。 

２．用語の定義 

この規格において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の右欄に掲げ

るとおりとする。 

用 語 定 義 

公共用緑化樹木等 

 

主として公園緑地、道路、その他公共施設等の公共緑化に用いられる樹木等の材料をいう。

樹  形 樹木の特性、樹齢、手入れの状態によって生ずる幹と樹冠によって構成される固有の形をい

う。なお、樹種特有の形を基本として育成された樹形を「自然樹形」という。 

樹  高 

（略称:Ｈ） 

樹木の樹冠の頂端から根鉢の上端までの垂直高をいい、一部の突出した枝は含まない。 

なお、ヤシ類等特殊樹にあって「幹高」と特記する場合は幹部の垂直高をいう。 

幹  周 

（略称:Ｃ） 

樹木の幹の周長をいい、根鉢の上端より 1.2ｍ上りの位置を測定する。この部分に枝が分岐し

ているときは、その上部を測定する。幹が 2 本以上の樹木の場合においては、おのおのの周

長の総和の 70％をもって幹周とする。なお、「根元周」と特記する場合は、幹の根元の周長を

いう。 

枝  張 

（葉 張） 

（略称:Ｗ） 

樹木等の四方面に伸長した枝（葉）の幅をいう。 

測定方向により幅に長短がある場合は、最長と最短の平均値とする。なお、一部の突出した

枝は含まない。葉張とは低木の場合についていう。 

株立（物） 樹木等の幹が根元近くから分岐して、そう状を呈したものをいう。なお、株物とは低木でそ

う状を呈したものをいう。 

 

株 立 数 

（略称:Ｂ.Ｎ） 

株立（物）の根元近くから分岐している幹（枝）の数をいう。樹高と株立数の関係について

は以下のように定める。 

２ 本 立－1本は所要の樹高に達しており、他は所要の樹高の 70%以上に達していること。

３本立以上－指定株立数について、過半数は所要の樹高に達しており、他は所要の樹高の 70%

以上に達していること。 

単   幹 幹が根元近くから分岐せず 1本であるもの。 

根   鉢 樹木等の移植に際し掘り上げられる根系を含んだ土のまとまりをいう。 

ふるい掘り 樹木等の移植に際し、土のまとまりをつけずに掘り上げること。ふるい根、素掘りともいう。

根   巻 樹木等の移動に際し、土を着けたままで鉢を掘り、土を落とさないよう、鉢の表面を縄その

他の材料で十分締め付けて掘り上げること。 

コンテナ 樹木等を植え付ける栽培容器をいう。 

仕 立 物 樹木の自然な生育にまかせるのではなく、その樹木が本来持っている自然樹形とは異なり、

人工的に樹形を作って育成したもの。 

寄せ株育成物 数本の樹木等を根際で寄せて、この部分を一体化させて株立状に育成したもの。 

接ぎ木物 樹木等の全体あるいは部分を他の木に接着して育成したもの。 

 

 

 

 



３．規格の構成 

この規格は品質規格（別表－1,2,3）と、寸法規格（別表－4）とで構成され、両規格

の定めるところをあわせて樹木等の規格とする。 

なお、本規格以外の樹木を用いる場合は、特記仕様書等において特記するものとする。 

４．品質及び寸法の判定 

品質及び寸法の判定にあたっては、それぞれの樹種の特性に応じた規格を確保するも

のとする。なお、この規格で定める寸法値は、最低値を示している。従って、当該規格

に適合するものは、定められた寸法値以上を有するものとする。 

５．品質の表示項目 

樹木の品質は、樹姿と樹勢に大別して定めるものとし、次の項目により表示する。 

・樹姿－樹形（全形）、幹（高木のみに適用）、枝葉の配分、枝葉の密度、下枝の位置 

・樹勢－生育、根、根鉢、葉、樹皮（肌）、枝、病虫害 

シバ類の品質は、次の項目により表示するものとする。 

・葉、ほふく茎、根、病虫害、雑草等 

その他地被類の品質は、次の項目により表示するものとする。 

・形態、葉、根、病虫害 

６．寸法の表示項目 

樹木の寸法は、必要に応じ樹高（H）、幹周（C）、枝張[葉張]（W）、株立数（B.N）等を

用いる。 

シバ類の寸法は、必要に応じ、切り取ったものの大きさとする。 

その他地被類の寸法は、必要に応じ、ササ類・草本類は芽立数、木本類は高さと株立

数、つるものはつる長等を用いる。 

７．寸法の表示単位 

樹高（H）、幹周（C）、枝張あるいは葉張（W）は、いずれもメートルで示すものとする。

なお、株立（物）の株立数（B.N）は「○本立以上」として示すものとし、本数及び芽立

数は、2～、3～等で表わす。 

なお、〈  〉内の数値は、生垣等に使用される樹種のみに使用される中間寸法値であ

る。 

寸法規格の基本構成 

高

木 

樹高（Ｈ） 0.50 1.00〈1.20〉1.50〈1.80〉2.00 2.50 3.00 3.50 

4.00  4.50  5.00  6.00  7.00 

幹周（Ｃ） 0.10 0.12  0.15  0.18  0.21  0.25 0.30 0.40 0.50 0.60 

0.70  0.80 

枝張（Ｗ） 0.20 0.30  0.40  0.50  0.60  0.70 0.80 0.90 1.00 1.20  

1.50  1.80  2.00  2.50  3.00 3.50 4.00 

低

木 

樹高（Ｈ） 0.10 0.15  0.20  0.30  0.40  0.50 0.60 0.70 0.80 1.00  

1.20  1.50  1.80 

葉張（Ｗ） 0.10 0.15  0.20  0.25  0.30  0.35 0.40 0.50 0.60 0.70  

0.80  0.90  1.00 

 



８．樹木の晶質規格表（別表－1） 

（１）樹姿 

項 目 規  格 

樹形 

（全形） 

樹種の特性に応じた自然樹形で、樹形が整っていること。 

幹 

（高木のみに適用） 

幹が、樹種の特性に応じ、単幹もしくは株立状であること。但し、その特性上、

幹が斜上するものはこの限りでない。 

枝葉の配分 配分が、四方に均等であること。 

枝葉の密度 樹種の特性に応じて節間が詰まり、枝葉密度が良好であること。 

下枝の位置 樹冠を形成する一番下の枝の高さが、適正な位置にあること。 

 

（２）樹勢 

項 目 規 格 

生育 充実し、生気ある生育をしていること。 

根 根系の発達が良く、四方に均等に配分され、根鉢範囲に細根が多く、乾燥していないこと。 

根鉢 樹種の特性に応じた適正な根鉢、根株をもち、鉢くずれのないよう根巻きやコンテナ等に

より固定され、乾燥していないこと。ふるい掘りでは、特に根部の養生を十分にする等（乾

き過ぎていないこと）根の健全さが保たれ、損傷がないこと。 

葉 正常な葉形、葉色、密度（着葉）を保ち、しおれ（変色、変形）や軟弱葉がなく、生き生

きしていること。 

樹皮（肌） 損傷がないか、その痕跡がほとんど目立たず、正常な状態を保っていること。 

枝 樹種の特性に応じた枝を保ち、徒長枝、枯損枝、枝折れ等の処理、及び必要に応じ適切な

剪定が行われていること。 

病虫害 発生がないもの。過去に発生したことのあるものにあっては、発生が軽微で、その痕跡が

ほとんど認められないよう育成されたものであること。 

 

９．シバ類の品質規格表（別表－2） 

項 目 規 格 

葉 正常な葉形、葉色を保ち、萎縮、徒長、蒸れがなく、生き生きとしていること。全

体に、均一に密生し、一定の高さに刈込んであること。 

ほふく茎 

（日本芝に適用）

ほふく茎が、生気ある状態で密生していること。 

根 根が、平均にみずみずしく張っており、乾燥したり、土くずれのないもの。 

病虫害 病害（病斑）がなく、害虫がいないこと。 

雑草等 石が混じったり、雑草、異品種等が混入していないこと。また、根際に刈りカスや

枯れ葉が堆積していないこと。 

 

10．その他地被類の品質規格表（別表－3） 

項 目 規 格 

形 態 植物の特性に応じた形態であること。 

葉 正常な葉形、葉色、密度（着葉）を保ち、しおれ（変色、変形）や軟弱葉がなく、生き生

きしていること。 

根 根系の発達が良く、細根が多く、乾燥していないこと。 

病虫害 発生がないもの。過去に発生したことのあるものについては、発生が軽微で、その痕跡が

ほとんど認められないよう育成されたものであること。 
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11．建設副産物適正処理推進要綱 

 

平成 14 年 5 月 30 日 

国官総第１２２号 

国総事第 ２１号 

国総建第１３７号 

 

第１章 総 則 

第１ 目 的 

この要綱は、建設工事の副産物である建設発生土と建設廃棄物の適正な処理等に係

る総合的な対策を発注者及び施工者が適切に実施するために必要な基準を示し、もっ

て建設工事の円滑な施工の確保、資源の有効な利用の促進及び生活環境の保全を図る

ことを目的とする。 

第２ 適 用 

範囲この要綱は、建設副産物が発生する建設工事に適用する。 

第３ 用語の定義 

この要綱に掲げる用語の意義は、次に定めるところによる。 

（１）「建設副産物」とは、建設工事に伴い副次的に得られた物品をいう。 

（２）「建設発生土」とは、建設工事に伴い副次的に得られた土砂（浚渫土を含む。）

をいう。 

（３）「建設廃棄物」とは、建設副産物のうち廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）第 2 条第 1 項に

規定する廃棄物をいう。以下同じ。）に該当するものをいう。 

（４）「建設資材」とは、土木建築に関する工事（以下「建設工事」という。）に使用

する資材をいう。 

（５）「建設資材廃棄物」とは、建設資材が廃棄物となったものをいう。 

（６）「分別解体等」とは、次の各号に掲げる工事の種別に応じ、それぞれ当該各号に

定める行為をいう。 

一 建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）の全部又は一部を解体す

る建設工事（以下「解体工事」という。）においては、建築物等に用いられた建

設資材に係る建設資材廃棄物をその種類ごとに分別しつつ当該工事を計画的に

施工する行為 

二 建築物等の新築その他の解体工事以外の建設工事（以下「新築工事等」とい

う。）においては、当該工事に伴い副次的に生ずる建設資材廃棄物をその種類ご

とに分別しつつ当該工事を施工する行為 



（７）「再使用」とは、次に掲げる行為をいう。 

一 建設副産物のうち有用なものを製品としてそのまま使用すること（修理を行

ってこれを使用することを含む。）。 

二 建設副産物のうち有用なものを部品その他製品の一部として使用すること。 

（８）「再生利用」とは、建設廃棄物を資材又は原材料として利用することをいう。 

（９）「熱回収」とは、建設廃棄物であって、燃焼の用に供することができるもの又は

その可能性のあるものを熱を得ることに利用することをいう。 

（10）「再資源化」とは、次に掲げる行為であって、建設廃棄物の運搬又は処分（再生

することを含む。）に該当するものをいう。 

一 建設廃棄物について、資材又は原材料として利用すること（建設廃棄物をそ

のまま用いることを除く。）ができる状態にする行為 

二 建設廃棄物であって燃焼の用に供することができるもの又はその可能性のあ

るものについて、熱を得ることに利用することができる状態にする行為 

（11）「縮減」とは、焼却、脱水、圧縮その他の方法により建設副産物の大きさを減ず

る行為をいう。 

（12）「再資源化等」とは、再資源化及び縮減をいう。 

（13）「特定建設資材」とは、建設資材のうち、建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律施行令（平成 12 年政令第 495 号。以下「建設リサイクル法施行令」とい

う。）で定められた以下のものをいう。 

一 コンクリート 

ニ コンクリート及び鉄から成る建設資材 

三 木材四アスファルト・コンクリート 

（14）「特定建設資材廃棄物」とは、特定建設資材が廃棄物となったものをいう。 

（15）「指定建設資材廃棄物」とは、特定建設資材廃棄物で再資源化に一定の施設を必

要とするもののうち建設リサイクル法施行令で定められた以下のものをいう。 

木材が廃棄物となったもの 

（16）「対象建設工事」とは、特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその

施工に特定建設資材を使用する新築工事等であって、その規模が建設リサイクル

法施行令又は都道府県が条例で定める建設工事の規模に関する基準以上のものを

いう。 

（17）「建設副産物対策」とは、建設副産物の発生の抑制並びに分別解体等、再使用、

再資源化等、適正な処理及び再資源化されたものの利用の推進を総称していう。 

（18）「再生資源利用計画」とは、建設資材を搬入する建設工事において、資源の有効

な利用の促進に関する法律（平成 12 年法律第 113 号。以下「資源有効利用促進法」

という。）に規定する再生資源を建設資材として利用するための計画をいう。 

（19）「再生資源利用促進計画」とは、資源有効利用促進法に規定する指定副産物を工



事現場から搬出する建設工事において、指定副産物の再利用を促進するための計

画をいう。 

（20）「発注者」とは、建設工事（他の者から請け負ったものを除く。）の注文者をい

う。 

（21）「元請業者」とは、発注者から直接建設工事を請け負った建設業を営む者をいう。 

（22）「下請負人」とは、建設工事を他のものから請け負った建設業を営む者と他の建

設業を営む者との間で当該建設工事について締結される下請契約における請負人

をいう。 

（23）「自主施工者」とは、建設工事を請負契約によらないで自ら施工する者をいう。 

（24）「施工者」とは、建設工事の施工を行う者であって、元請業者、下請負人及び自

主施工者をいう。 

（25）「建設業者」とは、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 2 条第 3 項の国土交

通大臣又は都道府県知事の許可を受けて建設業を営む者をいう。 

（26）「解体工事業者」とは、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12

年法律第 104 号。以下「建設リサイクル法」という。）第 21 条第 1 項の都道府県

知事の登録を受けて建設業のうち建築物等を除去するための解体工事を行う営業

（その請け負った解体工事を他の者に請け負わせて営むものを含む。）を営む者を

いう。 

（27）「資材納入業者」とは、建設資材メーカー、建設資材販売業者及び建設資材運搬

業者を総称していう。 

第４ 基本方針 

発注者及び施工者は、次の基本方針により、適切な役割分担の下に建設副産物に係

る総合的対策を適切に実施しなければならない。 

（１）建設副産物の発生の抑制に努めること。 

（２）建設副産物のうち、再使用をすることができるものについては、再使用に努め

ること。 

（３）対象建設工事から発生する特定建設資材廃棄物のうち、再使用がされないもの

であって再生利用をすることができるものについては、再生利用を行うこと。 

また、対象建設工事から発生する特定建設資材廃棄物のうち、再使用及び再生

利用がされないものであって熱回収をすることができるものについては、熱回収

を行うこと。 

（４）その他の建設副産物についても、再使用がされないものは再生利用に努め、再

使用及び再生利用がされないものは熱回収に努めること。 

（５）建設副産物のうち、前 3 号の規定による循環的な利用が行われないものについ

ては、適正に処分すること。なお、処分に当たっては、縮減することができるも

のについては縮減に努めること。 



第２章 関係者の責務と役割 

第５ 発注者の責務と役割 

（１）発注者は、建設副産物の発生の抑制並びに分別解体等、建設廃棄物の再資源化

等及び適正な処理の促進が図られるような建設工事の計画及び設計に努めなけれ

ばならない。発注者は、発注に当たっては、元請業者に対して、適切な費用を負

担するとともに、実施に関しての明確な指示を行うこと等を通じて、建設副産物

の発生の抑制並びに分別解体等、建設廃棄物の再資源化等及び適正な処理の促進

に努めなければならない。 

（２）また、公共工事の発注者にあっては、リサイクル原則化ルールや建設リサイク

ルガイドラインの適用に努めなければならない。 

第６ 元請業者及び自主施工者の責務と役割 

（１）元請業者は、建築物等の設計及びこれに用いる建設資材の選択、建設工事の施

工方法等の工夫、施工技術の開発等により、建設副産物の発生を抑制するよう努

めるとともに、分別解体等、建設廃棄物の再資源化等及び適正な処理の実施を容

易にし、それに要する費用を低減するよう努めなければならない。 

自主施工者は、建築物等の設計及びこれに用いる建設資材の選択、建設工事の

施工方法等の工夫、施工技術の開発等により、建設副産物の発生を抑制するよう

努めるとともに、分別解体等の実施を容易にし、それに要する費用を低減するよ

う努めなければならない。 

（２）元請業者は、分別解体等を適正に実施するとともに、排出事業者として建設廃

棄物の再資源化等及び処理を適正に実施するよう努めなければならない。 

自主施工者は、分別解体等を適正に実施するよう努めなければならない。 

（３）元請業者は、建設副産物の発生の抑制並びに分別解体等、建設廃棄物の再資源

化等及び適正な処理の促進に関し、中心的な役割を担っていることを認識し、発

注者との連絡調整、管理及び施工体制の整備を行わなければならない。 

また、建設副産物対策を適切に実施するため、工場現場における責任者を明確

にすることによって、現場担当者、下請負人及び産業廃棄物処理業者に対し、建

設副産物の発生の抑制並びに分別解体等、建設廃棄物の再資源化等及び適正な処

理の実施についての明確な指示及び指導等を責任をもって行うとともに、分別解

体等についての計画、再生資源利用計画、再生資源利用促進計画、廃棄物処理計

画等の内容について教育、周知徹底に努めなければならない。 

（４）元請業者は、工事現場の責任者に対する指導並びに職員、下請負人、資材納入

業者及び産業廃棄物処理業者に対する建設副産物対策に関する意識の啓発等のた

め、杜内管理体制の整備に努めなければならない。 

第７ 下請負人の責務と役割 

下請負人は、建設副産物対策に自ら積極的に取り組むよう努めるとともに、元請業



者の指示及び指導等に従わなければならない。 

第８ その他の関係者の責務と役割 

（１）建設資材の製造に携わる者は、端材の発生が抑制される建設資材の開発及び製

造、建設資材として使用される際の材質、品質等の表示、有害物質等を含む素材

等分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等が困難となる素材を使用しないよ

う努めること等により、建設資材廃棄物の発生の抑制並びに分別解体等、建設資

材廃棄物の再資源化等及び適正な処理の実施が容易となるよう努めなければなら

ない。 

建設資材の販売又は運搬に携わる者は建設副産物対策に取り組むよう努めなけ

ればならない。 

（２）建築物等の設計に携わる者は、分別解体等の実施が容易となる設計、建設廃棄

物の再資源化等の実施が容易となる建設資材の選択等設計時における工夫により、

建設副産物の発生の抑制並びに分別解体等、建設廃棄物の再資源化等及び適正な

処理の実施が効果的に行われるようにするほか、これらに要する費用の低減に努

めなければならない。 

なお、建設資材の選択に当たっては、有害物質等を含む建設資材等建設資材廃

棄物の再資源化が困難となる建設資材を選択しないよう努めなければならない。 

（３）建設廃棄物の処理を行う者は、建設廃棄物の再資源化等を適正に実施するとと

もに、再資源化等がなされないものについては適正に処分をしなければならない。 

 

第３章 計画の作成等 

第９ 工事全体の手順 

対象建設工事は、以下のような手順で実施しなければならない。 

また、対象建設工事以外の工事については、五の事前届出は不要であるが、それ以

外の事項については実施に努めなければならない。 

一 事前調査の実施 

建設工事を発注しようとする者から直接受注しようとする者及び自主施工者は、

対象建築物等及びその周辺の状況、作業場所の状況、搬出経路の状況、残存物品の

有無、付着物の有無等の調査を行う。 

二 分別解体等の計画の作成 

建設工事を発注しようとする者から直接受注しようとする者及び自主施工者は、

事前調査に基づき、分別解体等の計画を作成する。 

三 発注者への説明 

建設工事を発注しようとする者から直接受注しようとする者は、発注しようとす

る者に対し分別解体等の計画等について書面を交付して説明する。 

四 発注及び契約 



建設工事の発注者及び元請業者は、工事の契約に際して、建設業法で定められた

もののほか、分別解体等の方法、解体工事に要する費用、再資源化等をするための

施設の名称及び所在地並びに再資源化等に要する費用を書面に記載し、署名又は記

名押印して相互に交付する。 

五 事前届出 

発注者又は自主施工者は、工事着手の 7 日前までに、分別解体等の計画等につい

て、都道府県知事又は建設リサイクル法施行令で定められた市区町村長に届け出る。 

六 下請負人への告知 

受注者は、その請け負った建設工事を他の建設業を営む者に請け負わせようとす

るときは、その者に対し、その工事について発注者から都道府県知事又は建設リサ

イクル法施行令で定められた市区町村長に対して届け出られた事項を告げる。 

七 下請契約 

建設工事の下請契約の当事者は、工事の契約に際して、建設業法で定められたも

ののほか、分別解体等の方法、解体工事に要する費用、再資源化等をするための施

設の名称及び所在地並びに再資源化等に要する費用を書面に記載し、署名又は記名

押印して相互に交付する。 

八 施工計画の作成 

元請業者は、施工計画の作成に当たっては、再生資源利用計画、再生資源利用促

進計画及び廃棄物処理計画等を作成する。 

九 工事着手前に講じる措置の実施 

施工者は、分別解体等の計画に従い、作業場所及び搬出経路の確保、残存物品の

搬出の確認、付着物の除去等の措置を講じる。 

十 工事の施工 

施工者は、分別解体等の計画に基づいて、次のような手順で分別解体等を実施す

る。 

建築物の解体工事においては、建築設備及び内装材等の取り外し、屋根ふき材の

取り外し、外装材及び上部構造部分の取り壊し、基礎及び基礎ぐいの取り壊しの順

に実施。 

建築物以外のものの解体工事においては、さく等の工作物に付属する物の取り外

し、工作物の本体部分の取り壊し、基礎及び基礎ぐいの取り壊しの順に実施。 

新築工事等においては、建設資材廃棄物を分別しつつ工事を実施。 

十一 再資源化等の実施 

元請業者は、分別解体等に伴って生じた特定建設資材廃棄物について、再資源化

等を行うとともに、その他の廃棄物についても、可能な限り再資源化等に努め、再

資源化等が困難なものは適正に処分を行う。 

十二 発注者への完了報告 



元請業者は、再資源化等が完了した旨を発注者へ書面で報告するとともに、再資

源化等の実施状況に関する記録を作成し、保存する。 

第 10 事前調査の実施 

建設工事を発注しようとする者から直接受注しようとする者及び自主施工者は、対

象建設工事の実施に当たっては、施工に先立ち、以下の調査を行わなければならない。 

また、対象建設工事以外の工事においても、施工に先立ち、以下の調査の実施に努

めなければならない。 

一 工事に係る建築物等（以下「対象建築物等」という。）及びその周辺の状況に関す

る調査 

二 分別解体等をするために必要な作業を行う場所（以下「作業場所」という。）に関

する調査 

三 工事の現場からの特定建設資材廃棄物その他の物の搬出の経路（以下「搬出経路」

という。）に関する調査 

四 残存物品（解体する建築物の敷地内に存する物品で、当該建築物に用いられた建

設資材に係る建設資材廃棄物以外のものをいう。以下同じ。）の有無の調査 

五 吹付け石綿その他の対象建築物等に用いられた特定建設資材に付着したもの（以

下「付着物」という。）の有無の調査 

六 その他対象建築物等に関する調査 

第 11 元請業者による分別解体等の計画の作成 

（１）計画の作成 

建設工事を発注しようとする者から直接受注しようとする者及び自主施工者は、

対象建設工事においては、第 10 の事前調査の結果に基づき、建設副産物の発生の抑

制並びに建設廃棄物の再資源化等の促進及び適正処理が計画的かつ効率的に行われ

るよう、適切な分別解体等の計画を作成しなければならない。 

また、対象建設工事以外の工事においても、建設副産物の発生の抑制並びに建設

廃棄物の再資源化等の促進及び適正処理が計画的かつ効率的に行われるよう、適切

な分別解体等の計画を作成するよう努めなければならない。 

分別解体等の言十画においては、以下のそれぞれの工事の種類に応じて、特定建

設資材に係る分別解体等に関する省令（平成 14 年国土交通省令第 17 号。以下「分

別解体等省令」という。）第 2条第 2項で定められた様式第一号別表に掲げる事項の

うち分別解体等の計画に関する以下の事項を記載しなければならない。 

建築物に係る解体工事である場合（別表 1） 

一 事前調査の結果 

二 工事着手前に実施する措置の内容 

三 工事の工程の順序並びに当該工程ごとの作業内容及び分別解体等の方法並びに

当該順序が省令で定められた順序により難い場合にあってはその理由 



四 対象建築物に用いられた特定建設資材に係る特定建設資材廃棄物の種類ごとの

量の見込み及びその発生が見込まれる対象建築物の部分 

五 その他分別解体等の適正な実施を確保するための措置に関する事項 

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）である場合（別表 2） 

一 事前調査の結果 

二 工事着手前に実施する措置の内容 

三 工事の工程ごとの作業内容 

四 工事に伴い副次的に生ずる特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み並びに

工事の施工において特定建設資材が使用される対象建築物の部分及び特定建設資

材廃棄物の発生が見込まれる対象建築物の部分 

五 その他分別解体等の適正な実施を確保するための措置に関する事項 

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）である場合（別

表 3）解体工事においては、 

一 工事の種類 

二 事前調査の結果 

三 工事着手前に実施する措置の内容 

四 工事の工程の順序並びに当該工程ごとの作業内容及び分別解体等の方法並びに

当該順序が省令で定められた順序により難い場合にあってはその理由 

五 対象工作物に用いられた特定建設資材に係る特定建設資材廃棄物の種類ごとの

量の見込み及びその発生が見込まれる対象工作物の部分 

六 その他分別解体等の適正な実施を確保するための措置に関する事項 

新築工事等においては、 

一 工事の種類 

二 事前調査の結果 

三 工事着手前に実施する措置の内容 

四 工事の工程ごとの作業内容 

五 工事に伴い副次的に生ずる特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み並びに

工事の施工において特定建設資材が使用される対象工作物の部分及び特定建設資

材廃棄物の発生が見込まれる対象工作物の部分 

六 その他分別解体等の適正な実施を確保するための措置に関する事項 

（２）発注者への説明 

対象建設工事を発注しようとする者から直接受注しようとする者は、発注しよう

とする者に対し、少なくとも以下の事項について、これらの事項を記載した書面を

交付して説明しなければならない。 

また、対象建設工事以外の工事においても、これに準じて行うよう努めなければ

ならない。 



一 解体工事である場合においては、解体する建築物等の構造 

二 新築工事等である場合においては、使用する特定建設資材の種類 

三 工事着手の時期及び工程の概要 

四 分別解体等の計画 

五 解体工事である場合においては、解体する建築物等に用いられた建設資材の量

の見込み 

（３）公共工事発注者による指導公共工事の発注者にあっては、建設リサイクルガイド

ラインに基づく計画の作成等に関し、元請業者を指導するよう努めなければならな

い。 

第 12 工事の発注及び契約 

（１）発注者による条件明示等 

発注者は、建設工事の発注に当たっては、建設副産物対策の条件を明示するとと

もに、分別解体等及び建設廃棄物の再資源化等に必要な経費を計上しなければなら

ない。なお、現場条件等に変更が生じた場合には、設計変更等により適切に対処し

なければならない。 

（２）契約書面の記載事項 

対象建設工事の請負契約（下請契約を含む。）の当事者は、工事の契約において、

建設業法で定められたもののほか、以下の事項を書面に記載し、署名又は記名押印

をして相互に交付しなければならない。 

一 分別解体等の方法 

二 解体工事に要する費用 

三 再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

四 再資源化等に要する費用 

また、対象建設工事以外の工事においても、請負契約（下請契約を含む。）の当事

者は、工事の契約において、建設業法で定められたものについて書面に記載すると

ともに、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならない。また、上記の一

から四の事項についても、書面に記載するよう努めなければならない。 

（３）解体工事の下請契約と建設廃棄物の処理委託契約 

元請業者は、解体工事を請け負わせ、建設廃棄物の収集運搬及び処分を委託する

場合には、それぞれ個別に直接契約をしなければならない。 

第 13 工事着手前に行うべき事項 

（１）発注者又は自主施工者による届出等 

対象建設工事の発注者又は白主施工者は、工事に着手する日の 7 日前までに、分

別解体等の計画等について、別記様式（分別解体等省令第 2 条第 2 項で定められた

様式第一号）による届出書により都道府県知事又は建設リサイクル法施行令で定め

られた市区町村長に届け出なければならない。 



国の機関又は地方公共団体が上記の規定により届出を要する行為をしようとする

ときは、予め、都道府県知事又は建設リサイクル法施行令で定められた市区町村長

にその旨を通知しなければならない。 

（２）受注者からその下請負人への告知 

対象建設工事の受注者は、その請け負った建設工事を他の建設業を営む者に請け

負わせようとするときは、当該他の建設業を営む者に対し、対象建設工事について

発注者から都道府県知事又は建設リサイクル法施行令で定められた市区町村長に対

して届け出られた事項を告げなければならない。 

（３）元請業者による施工計画の作成 

元請業者は、工事請負契約に基づき、建設副産物の発生の抑制、再資源化等の促

進及び適正処理が計画的かつ効率的に行われるよう適切な施工計画を作成しなけれ

ばならない。施工計画の作成に当たっては、再生資源利用計画及び再生資源利用促

進計画を作成するとともに、廃棄物処理計画の作成に努めなければならない。 

自主施工者は、建設副産物の発生の抑制が計画的かつ効率的に行われるよう適切

な施工計画を作成しなければならない。施工計画の作成に当たっては、再生資源利

用計画の作成に努めなければならない。 

（４）事前措置 

対象建設工事の施工者は、分別解体等の計画に従い、作業場所及び搬出経路の確

保を行わなければならない。 

また、対象建設工事以外の工事の施工者も、作業場所及び搬出経路の確保に努め

なければならない。 

発注者は、家具、家電製品等の残存物品を解体工事に先立ち適正に処理しなけれ

ばならない。 

第 14 工事現場の管理体制 

（１）建設業者の主任技術者等の設置 

建設業者は、工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる者で

建設業法及び建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第 14 号）で定められた基準に

適合する者（以下「主任技術者等」という。）を置かなければならない。 

（２）解体工事業者の技術管理者の設置 

解体工事業者は、工事現場における解体工事の施工の技術上の管理をつかさどる

者で解体工事業に係る登録等に関する省令（平成 13 年国土交通省令第 92 号。以下

「解体工事業者登録省令」という。）で定められた基準に適合するもの（以下「技術

管理者」という。）を置かなければならない。 

（３）公共工事の発注者にあっては、工事ごとに建設副産物対策の責任者を明確にし、

発注者の明示した条件に基づく工事の実施等、建設副産物対策が適切に実施され

るよう指導しなければならない。 



（４）標識の掲示 

建設業者及び解体工事業者は、その店舗又は営業所及び工事現場ごとに、建設業

法施行規則及び解体工事業者登録省令で定められた事項を記載した標識を掲げなけ

ればならない。 

（５）帳簿の記載 

建設業者及び解体工事業者は、その営業所ごとに帳簿を備え、一その営業に関す

る事項で建設業法施行規則及び解体工事業者登録省令で定められたものを記載し、

これを保存しなければならない。 

第 15 工事完了後に行うべき事項 

（１）完了報告 

対象建設工事の元請業者は、当該工事に係る特定建設資材廃棄物の再資源化等が

完了したときは、以下の事項を発注者へ書面で報告するとともに、再資源化等の実

施状況に関する記録を作成し、保存しなげればならない。 

一 再資源化等が完了した年月日 

二 再資源化等をした施設の名称及び所在地 

三 再資源化等に要した費用 

また、対象建設工事以外においても、元請業者は、上記の一から三の事項を発注

者へ書面で報告するとともに、再資源化等の実施状況に関する記録を作成し、保存

するよう努めなければならない。 

（２）記録の保管 

元請業者は、建設工事の完成後、速やかに再生資源利用計画及び再生資源利用促

進計画の実施状況を把握するとともに、それらの記録を 1 年間保管しなければなら

ない。 

 

第４章 建設発生土 

第 16 搬出の抑制及び工事間の利用の促進 

（１）搬出の抑制 

発注者、元請業者及び自主施工者は、建設工事の施工に当たり、適切な工法の選

択等により、建設発生土の発生の抑制に努めるとともに、その現場内利用の促進等

により搬出の抑制に努めなければならない。 

（２）工事間の利用の促進 

発注者、元請業者及び自主施工者は、建設発生土の土質確認を行うとともに、建

設発生土を必要とする他の工事現場との情報交換システム等を活用した連絡調整、

ストックヤードの確保、再資源化施設の活用、必要に応じて土質改良を行うこと等

により、工事間の利用の促進に努めなければならない。 



第 17 工事現場等における分別及び保管 

元請業者及び自主施工者は、建設発生土の搬出に当たっては、建設廃棄物が混入し

ないよう分別に努めなければならない。重金属等で汚染されている建設発生土等につ

いては、特に適切に取り扱わなければならない。 

また、建設発生土をストックヤードで保管する場合には、建設廃棄物の混入を防止

するため必要な措置を講じるとともに、公衆災害の防止を含め周辺の生活環境に影響

を及ぼさないよう努めなければならない。 

第 18 運搬 

元請業者及び自主施工者は、次の事項に留意し、建設発生土を運搬しなければな

らない。 

（１）運搬経路の適切な設定並びに車両及び積載量等の適切な管理により、騒音、振動、

塵挨等の防止に努めるとともに、安全な運搬に必要な措置を講じること。 

（２）運搬途中において一時仮置きを行う場合には、関係者等と打合せを行い、環境保

全に留意すること。 

（３）海上運搬をする場合は、周辺海域の利用状況等を考慮して適切に経路を設定する

とともに、運搬中は環境保全に必要な措置を講じること。 

第 19 受入地での埋立及び盛土 

発注者、元請業者及び自主施工者は、建設発生土の工事間利用ができず、受入地に

おいて埋め立てる場合には、関係法令に基づく必要な手続のほか、受入地の関係者と

打合せを行い、建設発生土の崩壊や降雨による流出等により公衆災害が生じないよう

適切な措置を講じなければならない。重金属等で汚染されている建設発生土等につい

ては、特に適切に取り扱わなければならない。 

また、海上埋立地において埋め立てる場合には、上記のほか、周辺海域への環境影

響が生じないよう余水吐き等の適切な汚濁防止の措置を講じなければならない。 

 

第５章 建設廃棄物 

第 20 分別解体等の実施 

対象建設工事の施工者は、以下の事項を行わなければならない。 

また、対象建設工事以外の工事においても、施工者は以下の事項を行うよう努めなけ

ればならない。 

（１）事前措置の実施 

分別解体等の計画に従い、残存物品の搬出の確認を行うとともに、特定建設資材

に係る分別解体等の適正な実施を確保するために、付着物の除去その他の措置を講

じること。 

（２）分別解体等の実施 

正当な理由がある場合を除き、以下に示す特定建設資材廃棄物をその種類ごとに



分別することを確保するための適切な施工方法に関する基準に従い、分別解体を行

うこと。 

建築物の解体工事の場合 

一 建築設備、内装材その他の建築物の部分（屋根ふき材、外装材及び構造耐力上

主要な部分を除く。）の取り外し 

二 屋根ふき材の取り外し 

三 外装材並びに構造耐力上主要な部分のうち基礎及び基礎ぐいを除いたものの取

り壊し 

四 基礎及び基礎ぐいの取り壊し 

ただし、建築物の構造上その他解体工事の施工の技術上これにより難い場合は、

この限りでない。 

工作物の解体工事の場合 

一 さく、照明設備、標識その他の工作物に附属する物の取り外し 

二 工作物のうち基礎以外の部分の取り壊し 

三 基礎及び基礎ぐいの取り壊し 

ただし、工作物の構造上その他解体工事の施工の技術上これにより難い場合は、

この限りでない。 

新築工事等の場合 

工事に伴い発生する端材等の建設資材廃棄物をその種類ごとに分別しつつ工事を施

工すること。 

（３）元請業者及び下請負人は、解体工事及び新築工事等において、再生資源利用促進

計画、廃棄物処理計画等に基づき、以下の事項に留意し、工事現場等において分別

を行わなければならない。 

一 工事の施工に当たり、粉じんの飛散等により周辺環境に影響を及ぼさないよう

適切な措置を講じること。 

二 一般廃棄物は、産業廃棄物と分別すること。 

三 特定建設資材廃棄物は確実に分別すること。 

四 特別管理産業廃棄物及び再資源化できる産業廃棄物の分別を行うとともに、安

定型産業廃棄物とそれ以外の産業廃棄物との分別に努めること。 

五 再資源化が可能な産業廃棄物については、再資源化施設の受入条件を勘案の上、

破砕等を行い、分別すること。 

（４）自主施工者は、解体工事及び新築工事等において、以下の事項に留意し、工事現

場等において分別を行わなければならない。 

一 工事の施工に当たり、粉じんの飛散等により周辺環境に影響を及ぼさないよう

適切な措置を講じること。 

二 特定建設資材廃棄物は確実に分別すること。 



三 特別管理一般廃棄物の分別を行うとともに、再資源化できる一般廃棄物の分別

に努めること。 

（５）現場保管 

施工者は、建設廃棄物の現場内保管に当たっては、周辺の生活環境に影響を及ぼ

さないよう廃棄物処理法に規定する保管基準に従うとともに、分別した廃棄物の種

類ごとに保管しなければならない。 

第 21 排出の抑制 

発注者、元請業者及び下請負人は、建設工事の施工に当たっては、資材納入業者の

協力を得て建設廃棄物の発生の抑制を行うとともに、現場内での再使用、再資源化及

び再資源化したものの利用並びに縮減を図り、工事現場からの建設廃棄物の排出の抑

制に努めなければならない。 

自主施工者は、建設工事の施工に当たっては、資材納入業者の協力を得て建設廃棄

物の発生の抑制を行うよう努めるとともに、現場内での再使用を図り、建設廃棄物の

排出の抑制に努めなければならない。 

第 22 処理の委託 

元請業者は、建設廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。処

理を委託する場合には、次の事項に留意し、適正に委託しなければならない。 

（１）廃棄物処理法に規定する委託基準を遵守すること。 

（２）運搬については産業廃棄物収集運搬業者等と、処分については産業廃棄物処分業

者等と、それぞれ個別に直接契約すること。 

（３）建設廃棄物の排出に当たっては、産業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付し、

最終処分（再生を含む。）が完了したことを確認すること。 

第 23 運搬 

元請業者は、次の事項に留意し、建設廃棄物を運搬しなげればならない。 

（１）廃棄物処理法に規定する処理基準を遵守すること。 

（２）運搬経路の適切な設定並びに車両及び積載量等の適切な管理により、騒音、振動、

塵挨等の防止に努めるとともに、安全な運搬に必要な措置を講じること。 

（３）運搬途中において積替えを行う場合は、関係者等と打合せを行い、環境保全に留

意すること。 

（４）混合廃棄物の積替保管に当たっては、手選別等により廃棄物の性状を変えないこ

と。 

第 24 再資源化等の実施 

（１）対象建設工事の元請業者は、分別解体等に伴って生じた特定建設資材廃棄物につ

いて、再資源化を行わなければならない。 

また、対象建設工事で生じたその他の建設廃棄物、対象建設工事以外の工事で生

じた建設廃棄物についても、元請業者は、可能な限り再資源化に努めなければなら



ない。 

なお、指定建設資材廃棄物（建設発生木材）は、工事現場から最も近い再資源化

のための施設までの距離が建設工事にかかる資材の再資源化等に関する法律施行規

則（平成 14 年国土交通省・環境省令第 1号）で定められた距離（50 ㎞）を越える場

合、又は再資源化施設までの道路が未整備の場合で縮減のための運搬に要する費用

の額が再資源化のための運搬に要する費用の額より低い場合については、再資源化

に代えて縮減すれば足りる。 

（２）元請業者は、現場において分別できなかった混合廃棄物については、再資源化等

の推進及び適正な処理の実施のため、選別設備を有する中間処理施設の活用に努め

なければならない。 

第 25 最終処分 

元請業者は、建設廃棄物を最終処分する場合には、その種類に応じて、廃棄物処理

法を遵守し、適正に埋立処分しなければならない。 

 

第６章 建設廃棄物ごとの留意事項 

第 26 コンクリート塊 

（１）対象建設工事 

元請業者は、分別されたコンクリート塊を破砕すること等により、再生骨材、路

盤材等として再資源化をしなければならない。 

発注者及び施工者は、再資源化されたものの利用に努めなければならない。 

（２）対象建設工事以外の工事 

元請業者は、分別されたコンクリート塊について、（1）のような再資源化に努め

なければならない。また、発注者及び施工者は、再資源化されたものの利用に努め

なければならない。 

第 27 アスファルト・コンクリート塊 

（１）対象建設工事元請業者は、分別されたアスファルト・コンクリート塊を、破砕す

ること等により再生骨材、路盤材等として又は破砕、加熱混合すること等により再

生加熱アスファルト混合物等として再資源化をしなければならない。 

発注者及び施工者は、再資源化されたものの利用に努めなければならない。 

（２）対象建設工事以外の工事 

元請業者は、分別されたアスファルト・コンクリート塊について、（1）のような

再資源化に努めなければならない。また、発注者及び施工者は、再資源化されたも

のの利用に努めなければならない。 

第 28 建設発生木材 

（１）対象建設工事 

元請業者は、分別された建設発生木材を、チップ化すること等により、木質ボー



ド、堆肥等の原材料として再資源化をしなければならない。また、原材料として再

資源化を行うことが困難な場合等においては、熱回収をしなければならない。 

なお、建設発生木材は指定建設資材廃棄物であり、第 24（1）に定める場合につい

ては、再資源化に代えて縮減すれば足りる。発注者及び施工者は、再資源化された

ものの利用に努めなければならない。 

（２）対象建設工事以外の工事 

元請業者は、分別された建設発生木材について、（1）のような再資源化等に努め

なければならない、また、発注者及び施工者は、再資源化されたものの利用に努め

なければならない。 

（３）使用済型枠の再使用 

施工者は、使用済み型枠の再使用に努めなければならない。 

元請業者は、再使用できない使用済み型枠については、再資源化に努めるととも

に、再資源化できないものについては適正に処分しなければならない。 

（４）伐採木・伐根等の取扱い 

元請業者は、工事現場から発生する伐採木、伐根等は、再資源化等に努めるとと

もに、それが困難な場合には、適正に処理しなければならない。また、発注者及び

施工者は、再資源化されたものの利用に努めなければならない。 

（５）CCA 処理木材の適正処理 

元請業者は、CCA 処理木材について、それ以外の部分と分離・分別し、それが困難

な場合には、CCA が注入されている可能性がある部分を含めてこれをすべて CCA 処理

木材として焼却又は埋立を適正に行わなければならない。 

第 29 建設汚泥 

（１）再資源化等及び利用の推進 

元請業者は、建設汚泥の再資源化等に努めなければならない。再資源化に当たっ

ては、廃棄物処理法に規定する再生利用環境大臣認定制度、再生利用個別指定制度

等を積極的に活用するよう努めなければならない。また、発注者及び施工者は、再

資源化されたものの利用に努めなければならない。 

（２）流出等の災害の防止 

施工者は、処理又は改良された建設汚泥によって埋立又は盛土を行う場合は、建

設汚泥の崩壊や降雨による流出等により公衆災害が生じないよう適切な措置を講じ

なければならない。 

第 30 廃プラスチック類 

元請業者は、分別された廃プラスチック類を、再生プラスチック原料、燃料等とし

て再資源化に努めなければならない。特に、建設資材として使用されている塩化ビニ

ル管・継手等については、これらの製造に携わる者によるリサイクルの取組に、関係

者はできる限り協力するよう努めなければならない。また、再資源化できないものに



ついては、適正な方法で縮減をするよう努めなければならない。 

発注者及び施工者は、再資源化されたものの利用に努めなければならない。 

第 31 廃石膏ボード等 

元請業者は、分別された廃石膏ボード、廃ロックウール化粧吸音板、廃ロックウー

ル吸音・断熱・保温材、廃 ALC 板等の再資源化等に努めなければならない。再資源化

に当たっては、広域再生利用環境大臣指定制度が活用される資材納入業者を活用する

よう努めなければならない。また、発注者及び施工者は、再資源化されたものの利用

に努めなければならない。 

特に、廃石膏ボードは、安定型処分場で埋立処分することができないため、分別し、

石膏ボード原料等として再資源化及び利用の促進に努めなければならない。また、石

膏ボードの製造に携わる者による新築工事の工事現場から排出される石膏ボード端材

の収集、運搬、再資源化及び利用に向けた取組に、関係者はできる限り協力するよう

努めなければならない。 

第 32 混合廃棄物 

（１）元請業者は、混合廃棄物について、選別等を行う中間処理施設を活用し、再資源

化等及び再資源化されたものの利用の促進に努めなければならない。 

（２）元請業者は、再資源化等が困難な建設廃棄物を最終処分する場合は、中間処理施

設において選別し、熱しゃく減量を 5%以下にする等、安定型処分場において埋立処

分できるよう努めなければならない。 

第 33 特別管理産業廃棄物 

（１）元請業者及び自主施工者は、解体工事を行う建築物等に用いられた飛散性アスベ

ストの有無の調査を行わなければならない。飛散性アスベストがある場合は、分別

解体等の適正な実施を確保するため、事前に除去等の措置を講じなければならない。 

（２）元請業者は、飛散性アスベスト、PCB 廃棄物等の特別管理産業廃棄物に該当する廃

棄物について、廃棄物処理法等に基づき、適正に処理しなければならない。 

第 34 特殊な廃棄物 

（１）元請業者及び自主施工者は、建設廃棄物のうち冷媒フロン使用製品、蛍光管等に

ついて、専門の廃棄物処理業者等に委託する等により適正に処理しなければならな

い。 

（２）施工者は、非飛散性アスベストについて、解体工事において、粉砕することによ

りアスベスト粉じんが飛散するおそれがあるため、解体工事の施工及び廃棄物の処

理においては、粉じん飛散を起こさないような措置を講じなければならない。 



 

 

 

  

別表１
（Ａ４）

平成 年 月 日

併用の場合の理由( )

併用の場合の理由( )

□上の工程における①→②→③→④の順序

□その他 ( )

その他の場合の理由 ( )

トン

トン

トン

※以外の事項は法第９条第２項の基準に適合するものでなければなりません。

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

備考

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

③外装材・上部構造部分

⑤その他

（          ）

工事の工程の順序

建築物に用いられた
建設資材の量の見込み※

(注)　①建築設備・内装材等  ②屋根ふき材  ③外装材・上部構造部分  ④基礎・基礎ぐい  ⑤その他

④基礎・基礎ぐい

①建築設備・内装材等

工事着手前に実施
する措置の内容

工程

周辺状況

②屋根ふき材

建築設備・内装材等の取り外し　□有   □無

作業場所の確保

搬出経路の確保

残存物品の搬出の確認

（         　 ）

付着物の有無

（          　）

特定建設資材廃棄物の種
類ごとの量の見込み及び
その発生が見込まれる建
築物の部分

建築物に関する
調査の結果

工事着手の時期※

建築物の状況

廃
棄
物
発
生
見
込
量

基礎・基礎ぐいの取り壊し  □有   □無

その他の取り壊し  □有   □無

分別解体等の計画等

作業内容

屋根ふき材の取り外し  □有   □無

建築物の構造※
 □木造　　　□鉄骨鉄筋コンクリート造　　□鉄筋コンクリート造

 □鉄骨造  　□コンクリートブロック造　　□その他（         　　         ）

その他

作業場所の状況

搬出経路の状況

残存物品の有無

建築物に係る解体工事

分別解体等の方法

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

□建設発生木材

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

□コンクリート塊

   

種類

 □手作業・機械作業の併用

トン

量の見込み

外装材・上部構造部分の取り壊し　□有   □無

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □手作業

その他

 □①  □②  □③  □④
 □⑤

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □①  □②  □③  □④
 □⑤

 □①  □②  □③  □④
 □⑤

発生が見込まれる部分（注）



 

 

別表２
（Ａ４）

 □コンクリート □コンクリート及び鉄から成る建設資材

 □アスファルト・コンクリート

平成 年 月 日

発生が見込まれる部分又は
使用する部分（注）

トン
 □①  □②  □③  □④
 □⑤　□⑥

トン
 □①  □②  □③  □④
 □⑤　□⑥

トン
 □①  □②  □③  □④
 □⑤　□⑥

※以外の事項は法第９条第２項の基準に適合するものでなければなりません。

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

□コンクリート塊

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

□建設発生木材

造成等の工事　□有   □無

基礎・基礎ぐいの工事　□有   □無

建築物の状況

⑤建築設備・内装等

②基礎・基礎ぐい

③上部構造部分・外装

屋根の工事　□有   □無

工事着手の時期※

建築設備・内装等の工事　 □有   □無

工
程
ご
と
の
作
業
内
容

その他

その他

上部構造部分・外装の工事　□有   □無

⑥その他

（          ）
その他の工事  □有   □無

④屋根

作業内容

分別解体等の計画等

搬出経路の確保

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

□木材

周辺状況

作業場所の状況
建築物に関する

調査の結果

使用する特定建設
資材の種類※

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種
類ごとの量の見込み並び
に特定建設資材が使用さ
れる建築物の部分及び特
定建設資材廃棄物の発生
が見込まれる建築物の部
分

工事着手前に実施
する措置の内容

工程

①造成等

量の見込み

(注)　①造成等  ②基礎  ③上部構造部分・外装  ④屋根  ⑤建築設備・内装等  ⑥その他

搬出経路の状況

作業場所の確保

備考

（          　）

付着物の有無（修繕・模
様替工事のみ）

（          　）

種類



 

 

別表３
（Ａ４）

 □鉄筋コンクリート造 □その他（     　　　　　　　　　      ）

□解体工事

□木材

平成 年 月 日
分別解体等の方法
（解体工事のみ）

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

 □手作業

 □手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序

□その他 ( )

)

トン

発生が見込まれる部分又は
使用する部分（注）

トン
 □①  □②  □③  □④
 □⑤　□⑥

トン
 □①  □②  □③  □④
 □⑤　□⑥

トン
 □①  □②  □③  □④
 □⑤　□⑥

※以外の事項は法第９条第２項の基準に適合するものでなければなりません。

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

 □その他（    　　　    　                                        ）

 □電気　　　　□水道 　　　　□ガス　　　　□下水道 　 　　　□鉄道　　　　　□電話  

 □コンクリート

 □アスファルト・コンクリート

□コンクリート及び鉄から成る建設資材

（             　）

周辺状況

作業場所の状況

備考

分別解体等の計画等

(注)　①仮設  ②土工  ③基礎  ④本体構造  ⑤本体付属品  ⑥その他

搬出経路の状況

付着物の有無（解体・維
持・修繕工事のみ）
その他

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物の構造
（解体工事のみ）※

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

□維持・修繕工事

工作物の状況

②土工

工事着手前に実施
する措置の内容

工程

①仮設

作業場所の確保

搬出経路の確保

工事の種類

工作物に関する
調査の結果

工事着手の時期※

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ)※

 □新築工事

工作物に用いられた建設資材の
量の見込み（解体工事のみ）※

特定建設資材廃棄物の種類
ごとの量の見込み（全工
事）並びに特定建設資材が
使用される工作物の部分
（新築・維持・修繕工事の
み）及び特定建設資材廃棄
物の発生が見込まれる工作
物の部分（維持・修繕・解
体工事のみ）

廃
棄
物
発
生
見
込
量

③基礎

⑤本体付属品

（          ）

⑥その他

④本体構造 本体構造の工事　□有   □無

その他
（             　）

作業内容

仮設工事　□有   □無

土工事　□有   □無

基礎工事　□有   □無

量の見込み

本体付属品の工事　□有   □無

その他の工事　□有   □無

   

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

その他の場合の理由(

種類

□コンクリート塊

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

□建設発生木材



12．土木コンクリート構造物の品質確保について 

 

12－１ 土木コンクリート構造物の品質確保について 

１ 土木コンクリート構造物の耐久性を向上させるため、一般の環境条件の場合のコン

クリート構造物に使用するコンクリートの水セメント比は、鉄筋コンクリートについ

ては 55%以下、無筋コンクリートについては 60%以下とすること。 

２ 鉄筋のかぶりを確保するため、スペーサーを設置するものとする。スペーサーは、

構造物の側面については原則 1 ㎡につき 2 個以上、構造物の底面については原則 1 ㎡

につき 4個以上設置すること。 

３－１ 重要なコンクリート構造物の適切な施工を確認するため、受注者は、コンクリ

ート構造物の施工完了後に、テストハンマーによる材令 28 日強度の推定調査を実

施し、調査結果を提出すること。 

３－２ テストハンマーによる強度推定調査の結果が、所定の強度が得られない場合に

ついては、受注者は、原位置のコアを採取し、圧縮強度試験を実施し、試験結果

を提出すること。 

4 工事完成後の維持管理にあたっての基礎資料とするため、受注者は、重要構造物につ

いて、ひび割れ発生状況の調査を実施し、調査結果を完成検査時に提出すること。 

５ 工事関係技術者と技能者の責任と自覚・杜会的貢献意識を高揚し、また、将来の維

持管理補修の効率化を図るため、当該工事関係者、構造物の諸元等を表示する銘板の

設置を推進すること。 

 

12－２ 「土木コンクリート構造物の品質確保について」の運用について 

１．テストハンマーによる強度推定調査 

（１）適用範囲 

強度確認調査の対象工種については、高さが 5m 以上の鉄筋コンクリート擁壁（た

だしプレキャスト製品は除く）、内空断面積が 25 ㎡以上の鉄筋コンクリートカル

バート類、橋梁上・下部工（但し PC は除く）、トンネル及び高さが 3m 以上の堰・

水門・樋門とする。 

（２）調査頻度 

１）調査頻度は、鉄筋コンクリート擁壁及びカルバート類については目地間、ト

ンネルについては 1 打設部分、その他の構造物については強度が同じブロック

を 1構造物の単位とし、各単位につき 3ヵ所の調査を実施すること。 

２）調査の結果、所定の強度が得られない場合については、その箇所の周辺にお

いて、再調査を 5ヵ所実施すること竈 

 



（３）測定 

１）測定方法 

「硬化コンクリートのテストハンマー強度の試験方法（JSCE-G504）」により

実施すること。（「コンクリート標準示方書（基準編）」に掲載。） 

２）測定時期 

測定は、足場が存置されている間に実施することが望ましい。 

３）測定の立ち会い 

監督職員等及び受注者が立ち会いのうえ、テストハンマー強度推定調査を実

施するものとする。 

４）調査の報告 

構造物毎に別添様式－1 により調査票を作成し、完成検査時に提出すること。 

 

２．圧縮強度試験の実施 

１３－２ １．において、実施したテストハンマーによる強度推定調査の再調査

の平均強度が所定の強度が得られない場合、もしくは 1ヵ所の強度が設計強度の 85%

を下回った場合は、以下によること。 

（１）コアの採取 

所定の強度を得られない箇所の付近において、原位置のコアを採取するものと

し、採取位置については監督職員と設計図書に関して協議を行い実施するものと

する。 

また、コア採取位置、供試体の抜き取り寸法等の決定に際しては、設置された

鉄筋を損傷させないよう十分な検討を行うこと。 

（２）圧縮強度試験 

１）試験方法 

「コンクリートからのコア及びはりの切取り方法並びに強度試験法（JIS A 

1107）」により実施すること。 

２）圧縮強度試験の立ち会い 

監督職員等及び受注者が立ち会いのうえ、圧縮強度試験を実施するものとす

る。 

３）試験の報告 

構造物毎に別添様式－1により調査票を作成すること。 

 

３．ひび割れ発生状況の調査 

（１）適用範囲 

ひび割れ発生状況の調査の対象工種については、高さが 5ｍ以上の鉄筋コンクリ

ート擁壁（ただしプレキャスト製品は除く）、内空断面積が 25 ㎡以上の鉄筋コン



クリートカルバート類、橋梁上・下部工（但し PC は除く）、トンネル及び高さが 3

ｍ以上の堰・水門・樋門とする。 

（２）調査方法 

１）0.2 ㎜以上のひび割れ幅について、展開図を作成するものとし、展開図に対応

する写真についても提出すること。 

２）ひび割れ等変状の認められた部分のマーキングを実施すること。 

（３）調査時期 

調査は、足場が存置されている間に実施することが望ましい。 

（４）調査の報告 

構造物毎に別添様式－2により調査票を作成し、完成検査時に提出すること。 

（５）調査結果の評価 

調査結果の評価に当たっては、別添の「ひび割れ調査結果の評価に関する留意

事項」を参考にすること。 

 

４．コンクリート構造物の銘板 

（１）設置施設は、主に重要構造物を対象とする。 

（２）銘板工の材質、寸法及び記載事項は設計図書によること。 



 

 

別添様式－１

工 事 名

請 負 業 者 名

構 造 物 名

現場代理人名

主任技術者名

監理技術者名

測 定 者 名

位 置

構 造 物 形 式

構 造 物 寸 法

竣 工 年 月 日 平成 年 月 日

適 用 仕 様 書

コンクリートの
種 類

コンクリートの
設計基準強度

海岸からの距離 ㎞

周 辺 環 境 ① ）

周 辺 環 境 ② ）

直下周辺環境 ）

　 構造物位置図（１／50,000を標準とする）

　　  添付しない場合は

  （別添資料―○参照）と記入し、資料提出

 河川、海、道路、その他（

Ｎ/㎜2

 普通地、雪寒地、その他（

Ｎ/㎜2

 工場、住宅・商業地、農地、山地、その他（

 海上、海岸沿い、海岸から

テストハンマーによる強度推定調査票(1)

コンクリートの
呼 び 強 度

 測定№

（工種 ・ 種別 ・ 細別等構造物が判断出来る名称を記入）



  



 

  

構造物名（工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称）

テストハンマーによる強度推定調査票(2)

一般図、立面図等

添付しない場合は

（別添資料―○参照）と記入し、

　　資料提出



 

  

構造物名（工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称）

テストハンマーによる強度推定調査票(3)

全景写真

添付しない場合は

（別添資料―○参照）と記入し、

　　資料提出



 

  

構造物名（工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称）

材　　　 齢

乾 燥 状 態
（補正値）

打 撃 方 向
（補正値）

反 発 硬 度

 推定強度結果の最大値

 推定強度結果の最小値

 推定強度結果の最大値と最小値の差　　　　　　　　　

Ｎ/㎜2

Ｎ/㎜2

Ｎ/㎜2

（ ）

日 日 日 日 日

（ ） （ ） （ ） （ ）

・湿っている ・湿っている

・濡れている ・濡れている ・濡れている ・濡れている

（ ）

・乾燥

・湿っている

・濡れている

・乾燥 ・乾燥 ・乾燥 ・乾燥

・湿っている ・湿っている

（ ） （ ） （ ） （ ）

調 査 箇 所 ①

推 定 強 度

（Ｎ/㎜2）

（ ） （ ）

テストハンマーによる強度推定調査票(4)

② ③

（ ） （ ） （ ）

④ ⑤



 

  

　　　 　構造物名（工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称）

テストハンマーによる強度推定調査票(5)

強度測定箇所

添付しない場合は

（別添資料―○参照）と記入し、

　　資料提出



 

コンクリートの圧縮試験結果

 材齢28日圧縮強度試験 １本目の試験結果

 　　　　 同 ２本目の試験結果

 　　　　 同 ３本目の試験結果

 　　　　 同 ３本の平均値

 [備　考]

テストハンマーによる強度推定調査票(6)
―コア採取による圧縮強度試験―



  

別添様式－２

工 事 名

請 負 業 者 名

構 造 物 名

現場代理人名

主任技術者名

監理技術者名

測 定 者 名

位 置

構 造 物 形 式

構 造 物 寸 法

竣 工 年 月 日 平成 年 月 日

適 用 仕 様 書

コンクリートの
種 類

コンクリートの
設計基準強度

海岸からの距離  ㎞

周 辺 環 境 ① ）

周 辺 環 境 ② ）

直下周辺環境 ）

　 構造物位置図（１／50,000を標準とする）

　　  添付しない場合は

  （別添資料―○参照）と記入し、資料提出

 工場、住宅・商業地、農地、山地、その他（

Ｎ/㎜2

 普通地、雪寒地、その他（

 河川、海、道路、その他（

ひび割れ調査票(1)

コンクリートの
呼 び 強 度

（工種 ・ 種別 ・ 細別等構造物が判断出来る名称を記入）

 測定№

Ｎ/㎜2

 海上、海岸沿い、海岸から



 

  



 

  

ひび割れ調査票(2)

構造物一般図

添付しない場合は

（別添資料―○参照）と記入し、

　　資料提出



 

  

 本数：１～２本、３～５本、多数

 ひび割れ総延長 約 ｍ

 最大ひび割れ幅（○で囲む）

 　　  0.2㎜以下、0.3㎜以下、

 　　  0.4㎜以下、0.5㎜以下、

 　 　 0.6㎜以下、0.8㎜以下、

㎜

 発生時期（○で囲む）

 数時間～１日、数日、数10日以上、不明

 規則性：有、無

 形　態：網状、表層、貫通、表層or貫通

 方　向：主鉄筋方向、直角方向、両方向、

　　　　 鉄筋とは無関係

ひび割れ調査票(3)

有、無ひび割れ



 

  

ひび割れ調査票(4)

（別添資料―○参照）と記入し、

ひび割れ発生状況のスケッチ図

添付しない場合は

　　資料提出



 

　　　  構造物名（工種・種別・細別等構造物が判断出来る名称）

　　資料提出

ひび割れ調査票(5)

添付しない場合は

（別添資料―○参照）と記入し、

ひび割れ発生箇所の写真



（別添） 

ひび割れ調査結果の評価に関する留意事項 

 

【原因の推定方法】 

原因の推定方法については、「コンクリートのひび割れ調査、補修、補強指針」（日本

コンクリート工学協会）で詳しく述べられており、これを参考にすると良い。ひび割れ

の発生パターン（発生時期、規則性、形態）・コンクリート変形要因（収縮性、膨張性、

その他）・配合（富配合、貧配合）・気象条件（気温、湿度）を総合的に判断して、原因

を推定することができる。 

また、「コンクリート標準示方書[維持管理編]」（土木学会）においても、ひびわれの

発生原因の推定等について記述されているので、参考にされたい。 

 

【判断規準】 

補修の要否に関するひびわれ幅については、「コンクリートのひび割れ調査、補修、補

強指針」に記載されている（表－1）。施工時に発生する初期欠陥の例については、「コン

クリート標準示方書[維持管理編]」に示されている（図－1）。 

実際の運用にあたっては、対象とする構造物や環境条件により、補修・補強の要否の

判断規準は異なる。完成時に発生しているひびわれは、すべてが間題となるひびわれで

はない。例えば、ボックスカルバート等に発生する水和熟によるひびわれ（図一 1参照）

に関しては、ボックスカルバートの形状から発生することを避けられないひびわれであ

るが、機能上何ら問題は無い。 

表－1 補修の要否に関するひびわれ幅の限度 

 耐久性からみた場合 
防水性から 

みた場合 

環境     

その他の要因 きびしい 中 間 ゆるやか  

区分     

（Ａ）補修を必要とする 

ひびわれ幅（㎜） 

大 0.4 以上 0.4 以上 0.6 以上 0.2 以上 

中 0.4 以上 0.6 以上 0.8 以上 0.2 以上 

小 0.6 以上 0.8 以上 1.0 以上 0.2 以上 

（Ｂ）補修を必要としない 

ひびわれ幅（㎜） 

大 0.1 以下 0.2 以下 0.2 以下 0.05 以下 

中 0.1 以下 0.2 以下 0.3 以下 0.05 以下 

小 0.2 以下 0.3 以下 0.3 以下 0.05 以下 

注：１）その他の要因（大、中、小）とは、コンクリート構造物の耐久性及び防水性に及ぼす有害性の程

度を示し、下記の要因の影響を総合して定める。 

ひびわれの深さ・パターン、かぶり厚さ、コンクリート表面被覆の有無、材料・配（調）合、打

継ぎ等。 

２）主として鉄筋の錆の発生条件の観点からみた環境条件。 



 

 

図－1 施工時に発生する初期欠陥の例 



13．レディーミクストコンクリートの品質確保について 

 

13－１ レディーミクストコンクリートの品質確保について 

１．コンクリートの品質確保のために、受注者は、従来の品質管理基準に加えて、単位

水量の測定を実施すること。 

２．受注者は、コンクリート施工時にポンプの筒先において選定したスランプの値を確

保して施工することとし、ポンプ圧送によるワーカビリティーの経時変化を考慮して

現場の荷卸し時点においてスランプ管理を行うこと。 

３．受注者は、使用する生コンは「JIS マーク表示認定工場で、かつ、コンクリートの製

造、施工、試験、検査及び管理等の技術的業務を実施する能力のある技術者（コンク

リート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工

場（全国品質管理監査会議の策定した統一監査基準に合格した工場等）から選定する」

こととし、品質確保、資格運用を適切に行っている工場から選定することを基本とす

る。 

 

13－２ 「レディーミクストコンクリートの品質確保について」の運用について 

１．単位水量測定 

（１）適用範囲 

1 日当たりコンクリートの使用量が 100ｍ３以上施工する工事とする。 

（２）単位水量測定 

１）受注者は、単位水量を含む正確な配合設計書を確認すること。 

２）示方配合の単位水量の上限値は、粗骨材の最大寸法が 20 ㎜～25 ㎜の場合は

175kg/ｍ３、40㎜の場合は165kg/ｍ３を基本とする。単位水量を減じることにより、

施工性が低下する場合は、必要に応じて、支障のない量で高性能 AE 減水剤の使用

を検討すること。 

３）単位水量の測定は、2 回/日（午前 1 回、午後 1 回）又は構造物の重要度と工事

の規模に応じて 100ｍ３～150ｍ３ごとに 1回、及び荷卸し時に品質変化が認められ

た時に実施すること。 

４）現場で測定した単位水量の管理値は次のとおりとして施工すること。 

① 測定した単位水量が、配合設計±15kg/ｍ３の範囲にある場合はそのまま施工

してよい。 

② 測定した単位水量が、配合設計±15 を越え 20kg/ｍ３の範囲にある場合は、水

量変動の原因を調査し、生コン製造者に改善を指示し、その運搬車の生コンは

打設する。その後、配合設計±15kg/ｍ３以内で安定するまで、運搬車の 3 台毎

に 1回、単位水量の測定を行うこと。 



③ 配合設計±20kg/ｍ３の指示値を超える場合は、生コンを打込まずに、持ち帰

らせ、水量変動の原因を調査し、生コン製造者に改善を指示しなければならな

い。その後の全運搬車の測定を行い、配合設計±20kg/ｍ３以内になることを確

認する。 

更に、配合設計±15 ㎏/ｍ３以内で安定するまで、運搬車の 3 台毎に 1 回、単

位水量の測定を行うこと。 

 

打設≦(管理値＝配合設計±15)＜改善指示≦(指示値＝配合設計±20)＜持ち帰り 

＜ 
指示値 

-20 
≦ 

管理値 

-15 
≦ 

配合設計値

±0 
≦ 

管理値

+15 
≦ 

指示値 

+20 
＜ 

持ち帰り 

全車 

改善 

1/3 台 

改善 

1/3 台 
打設 打設 打設 打設 打設 

改善 

1/3 台 

改善 

1/3 台 

持ち帰り

全車 

 

５）単位水量管理についての記録を書面と写真により提出すること。 

２．スランプ管理 

（１）スランプの測定は、2回／日（午前 1回、午後 1回）又は、構造物の重要度と工事

の規模に応じて、100～150ｍ３ごとに 1回、及び荷卸し時に品質の変化が認められた

時に実施すること。 

（２）コンクリート打設時にポンプの筒先等の適切なワーカビリティーを確保するため、

場内運搬時のスランプロスを考慮してコンクリートのスランプを指定する。 

（３）コンクリートポンプを用いる場合は、コンクリートのポンプ施工指針（土木学会）

等の規定によることとし、コンクリート打込み地点とスランプ管理地点である荷卸

し地点の差を見込むこととする。 

 

13－３ レディーミクストコンクリート単位水量測定要領（案） 

１．適用範囲 

本要領は、レディーミクストコンクリートの単位水量測定について、測定方法及び

管理基準値等を規定するものである。 

なお、水中コンクリート、転圧コンクリート等の特殊なコンクリートを除き、１日

当たりコンクリート種別ごとの使用量が 100ｍ３以上施工するコンクリート工を対象と

する。 

２．測定機器 

レディーミクストコンクリートの単位水量測定機器については、エアメータ法かこ

れと同程度、あるいは、それ以上の精度を有する測定機器を使用することとし、施工

計画書に記載させるとともに、事前に機器諸元表、単位水量算定方法を監督職員に提

出するものとする。また、使用する機器はキャリブレーションされた機器を使用する

こととする。 



３．品質の管理 

受注者は、施工現場において、打込み直前のレディーミクストコンクリートの単位

水量を本要領に基づき測定しなければならない。 

４．単位水量の管理基準 

測定したレディーミクストコンクリートの単位水量の管理値は、「レディーミクスト

コンクリートの品質確保について」の運用について（平成 15 年 10 月 2 日付け国コ企

第 3号）によるものとする。 

５．単位水量の管理記録 

受注者は、測定結果をその都度記録（プリント出力機能がある測定機器を使用した

場合は、プリント出力）・保管するとともに、測定状況写真を撮影・保管し、監督職員

等の請求があった場合は遅滞なく提示するとともに、検査時に提出しなければならな

い。また、1 日のコンクリート打設量は単位水量の管理シートに記載するものとする。 

６．測定頻度 

単位水量の測定頻度は、（1）及び（2）による。 

（１）2回／日（午前 1回、午後 1回）、又は、重要構造物では重要度に応じて 100～150

ｍ３に 1回 

（２）荷卸し時に品質の変化が認められたとき。 

なお、重要構造物とは、高さが 5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁壁（ただし、プレキ

ャスト製品は除く。）、内空断面が 25ｍ３以上の鉄筋コンクリートカルバート類、橋梁

上・下部（ただし PC は除く。）、トンネル及び高さが 3m 以上の堰・水門・樋門とす

る。 

７．管理基準値・測定結果と対応 

（１）管理基準値現場で測定した単位水量の管理基準値は次のとおりとして扱うものと

する。 

 

区   分 単位水量（kg/ｍ３） 

管 理 値 配合設計±15kg/ｍ３ 

指 示 値 配合設計±20kg/ｍ３ 

注）示方配合の単位水量の上限値は、粗骨材の最大寸法が 20～25 ㎜の場合は 175kg/ｍ３、 

40 ㎜の場合は 165 ㎏/ｍ３を基本とする。 

 

（２）測定結果と対応 

ａ 管理値内の場合 

測定した単位水量が管理値内の場合は、そのまま打設して良い。 

ｂ 管理値を超え、指示値内の場合 

測定した単位水量が管理値を超え指示値内の場合は、そのまま施工してよいが、

受注者は、水量変動の原因を調査し、生コン製造者に改善の指示をしなければな



らない。 

その後、管理値内に安定するまで、運搬車の 3 台毎に 1 回、単位水量の測定を

行うこととする。 

なお、「管理値内に安定するまで」とは、2 回連続して管理値内の値を観測する

ことをいう。 

ｃ 指示値を超える場合 

測定した単位水量が指示値を超える場合は、その運搬車は打込まずに持ち帰ら

せるとともに、受注者は、水量変動の原因を調査し、生コン製造者に改善を指示

しなければならない。 

その後、単位水量が管理値内になるまで全運搬車の測定を行う。 

 

なお、管理値又は指示値を超える場合は 1 回に限り試験を実施することができる。再

試験を実施した場合は 2 回の測定結果のうち、配合設計との差の絶対値の小さいほうの

値で評価して良い。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理値内に安定するまで測定     管理値内に安定するまで測定 

 

レディーミクストコンクリートの単位水量測定の管理フロー図 
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１４  アスファルト混合物の配合決定方法 

 

14－１  表層用混合物の配合決定方法 

  (1) 空港工事仕様書の粒度範囲をもとにして、目標粒度（一般には中央粒度）を決める. 

  (2) 粒度範囲内にあり、かつ目標粒度にできるだけ合うように、細粗骨材の粒度を合成

してその割合を決める。  

  (3) 細粗骨材の割合及びＦ/Ａを変えないで数種のアスファルト量の配合を決める。 

    イ  数種の配合をきめる時のアスファルト量は 0.5％刻みで、表 14－２表層標準配合

表で示す範囲を基準とし、過去に配合設計の実施例がない場合は、より広範囲なもの

とする。 

    ロ  配合例を表 14－１に示す。 

表 14－１  細粒ギャップアスコンの配合例 

 

表 14－２  表層標準配合表 

 

 

 

39.1% 39.2%

№ Ｆ/Ａ ＡＳ Ｆ Ｓ Ｇ

40.5% 40.5%
12.8% 39.8% 39.9%

7.0%
7.5%
8.0%

10.3%
11.1%
12.0%

13.7%

３
４
５

1.71

１
２

6.0%
6.5%

41.8% 41.9%
41.2% 41.2%

フ ィ ラ ー 量
Ｆ/ＡＳ比

1.7程度
アスコン

密粒ギャップ
アスコン

アスファルト量

(％)

6.0～8.0

5.0～6.5

混 合 物
種 類
細粒ギャップ



表 14－３  マーシャル試験に対する基準値 

 

（注1）タイプＡは、設計荷重区分がLA－1、LA－12、LA－2、LA－3及びLA－4に適用する。 

（注 2）タイプＢは、設計荷重区分が LA－5、LT－1 及び LT－2 に適用する。 

 

(4) 上記の数種の配合について、マーシャル試験を実施する。 

      マーシャル試験によって決める配合のアスファルト量は、すべての基準値を満足す

る範囲の中の中央値とする。 

(5) マーシャル試験で決定した配合のすりへり抵抗性をチェックする。 

      この場合、砕石に吸収されるアスファルト量を求め、この量を差引いたアスモル分

を 100 としてラベリング試験を行う。 

    イ  砕石の吸収アスファルト量は、砕石の吸水率の 50％と考える。 

    注）  砕石の吸収アスファルト量は、砕石吸水率 50%と考えてよい。（第 13 回開発局技

術研究発表会論文集、道路舗装部門、粗骨材を含むアスファルト合材のスリヘリ試

験について、第 3報参照） 

    ロ  アスモルのラベリング試験値は、既往のデータを十分に活用すること。 

        砂に産地が変わった場合、又は同一産地でも粒度が大幅に変わった場合にのみ行

う。 

    ハ  アスモルのラベリング試験値はおおむね 1.3 ㎝ 2以下を標準とする。 

    ニ  アスモル分のすりへり抵抗性は、表 14－１の配合例のマーシャル試験結果から選

定された配合の中央値について実施する。 

        例えばマーシャル試験結果から、中央値の場合 

              Ａｓ7.0％、Ｆ12.0％、Ｓ40.5％、Ｇ40.5％ 

      が選定されたとすると、砕石の吸水率 1.5％の場合、アスモル分のラベリング試験配

合は次のとおりである。 

        中央値に相当するアスモル分の配合 

            砕石の吸収アスファルト量＝0.405×1.5％×0.50＝0.304％ 

            同上を除いたアスファルト量＝7.0％－0.304％＝6.696％ 

            ア ス モ ル 分 全 量＝6.696％＋12.0％＋40.5％＝59.196％ 
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３～５
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            アスモル分のアスファルト量＝6.696％/0.59196＝11.3％ 

            ア ス モ ル 分 の 石 粉 量＝12.0％/0.59196＝20.3％ 

            ア ス モ ル 分 の 砂 の 量＝100％－(11.3％＋20.3％)＝68.4％ 

  (6) (5)で決定した配合の混合物を実際に使用するアスファルトプラントで製造し、その

混合物について再度マーシャル試験を行い、基準値と照合する。もし基準値を満足し

ない場合は、室内配合時のデータを参考にして骨材粒度又はアスファルト量を変えて、

マーシャル基準値を満足するように修正する。 

      これは室内試験で決定した配合について、実際に使用するプラントで、試し練りを

行って基準値と照合するもので、試験舗設の必要はない。 

  (7) さらに、(6)で決めた配合によって製造した混合物の最初の１日の舗設状況を観察し、

必要な場合は配合を修正し最終的な現場配合とする。 

    イ  舗設状況の観察とは、締固め程度、仕上がり表面のキメ、アスファルトのフラッ

シュの有無である。 

    ロ  最終的に決定された現場配合は、管理、検査の対象となるものであるから、受注

者側と発注者側の両者が十分確認しておき、検査の段階で疑義が生じないようにし

なければならない。 

14－２  基層用混合物の配合決定方法 

  (1) 空港工事仕様書の粒度範囲をもとにして、目標粒度（一般には中央粒度）を決める. 

  (2) 粒度範囲内にあり、かつ目標粒度にできるだけ合うように、細粗骨材の粒度を合成

してその割合を決める。この場合 75μm 通過量は、石粉を加えたもので中央値付近に

なるように考慮する。  

  (3) 細粗骨材の割合を変えないで数種のアスファルト量の配合を決める。 

    イ  数種の配合をきめる時のアスファルト量は 0.5％刻みで、表 14－４基層標準配合

表で示す範囲を標準とする。     

表 14－４  基層標準配合表 

 

(4) 上記の数種の配合について、マーシャル試験を実施する。 

表 14－５  マーシャル試験基準値 

 

（注1）タイプＡは、設計荷重区分がLA－1、LA－12、LA－2、LA－3及びLA－4に適用

名称

粗粒度アスコン

骨材区分

砕石・砂利

アスファルト量（％）

4.5～6.5

 

4.90以上
50

15～40
３～６

65～80

20～40
３～７

75
8.80以上

基  本  施  設
タイプＡ タイプＢ

道路・駐車場

フロー値(1/100cm)
空隙率(％)
飽和度(％)

区域

突固め回数(回)
安定度(KN)



する。 

（注 2）タイプＢは、設計荷重区分が LA－5、LT－1 及び LT－2 に適用する。 

 

マーシャル試験によって決める配合のアスファルト量は、すべての基準値を満足する

範囲の中央値とする。 

  (5) (4) で決定した配合の混合物を実際に使用するアスファルトプラントで製造し、そ

の混合物について再度マーシャル試験を行い、基準値と照合する。もし基準値を満足

しない場合は、室内配合時のデータを参考にして骨材粒度又はアスファルト量を変え

て、マーシャル基準値を満足するように修正する。 

      これは室内試験で決定した配合について、実際に使用するプラントで、試し練りを

行って基準値と照合するもので、試験舗設の必要はない。 

  (6) さらに、(5)で決めた配合によって製造した混合物の最初の１日の舗設状況を観察し、

必要な場合は配合を修正し最終的な現場配合とする。 

    イ  舗設状況の観察とは、締固め程度、仕上がり表面のキメ、アスファルトのフラッ

シュの有無である。 

    ロ  最終的に決定された現場配合は、管理、検査の対象となるものであるから、受注

者側と発注者側の両者が十分確認しておき、検査の段階で疑義が生じないようにし

なければならない。 

14－３  加熱アスファルト安定処理混合物の配合決定方法 

  (1) 空港工事仕様書の粒度範囲にはいり、しかも一定して必要な量を確保することがで

きるような現地産材料を利用することが望ましい。 

  (2) 予定粒度を変えないで数種のアスファルト量の配合を決める。配合を決める時のア

スファルト量は 0.5％刻みである。 

  (3) 上記の数種の配合についてマーシャル試験を実施する。 

    イ  アスファルト量は、表 14－６標準配合表で示す範囲を標準とする。 

表 14－６  標準配合表 

 

（注 1）骨材の粒径分布はなめらかなほど施工性にまさり、細粒分が少ないほど所要アス

ファルト量は少なくてすむ。 

（注 2）細粒部分が少なくて安定度が規定以下の場合には石粉を添加することが必要であ

る。 

 アスファルト量

3.5～5.5
（％）



ロ  マーシャル試験の基準値は、次のとおりである。 

表 14－７  マーシャル試験に対する基準値 

 

（注1）タイプＡは、設計荷重区分がLA－1、LA－12、LA－2、LA－3及びLA－4に適用

する。 

（注 2）タイプＢは、設計荷重区分が LA－5、LT－1 及び LT－2 に適用する。 

 

(4) マーシャル試験によって決める配合のアスファルト量は、すべての基準値を満足す

る範囲の中央値とする。 

  (5) 決定した配合によって製造した混合物の最初の１日の舗設状況を観察し、必要な場

合は配合を修正し最終的な現場配合とする。 

      舗設状況の観察とは、締固め程度、仕上がり表面のキメ、アスファルトのフラッシ

ュの有無である。 

【参  考】 

      アスファルト安定処理混合物は、骨材粒度、アスファルト量がマーシャル基準値の

範囲内で経済性を考慮して決定することが基本である。 

マーシャル試験基準値が満足されない場合は、これに砕石、砂利、石粉、砂等の補

足材料を加えなければならない。 

14－４  歩道用混合物の配合決定方法 

  (1) 空港工事仕様書の粒度範囲をもとにして、目標粒度（一般には中央粒度）を決める. 

  (2) 粒度範囲内にあり、かつ目標粒度にできるだけ合うように、細粗骨材の粒度を合成

してその割合を決める。この場合 75μm 通過量は、石粉を加えたもので中央値付近に

なるように考慮する。  

  (3) 細粗骨材の割合を変えないで数種のアスファルト量の配合を決める。 

数種の配合をきめる時のアスファルト量は 0.5％刻みとする。 

(4) 上記の数種の配合について、マーシャル試験を実施する。 

表 14－８  マーシャル試験基準値 
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３～10

種類 細粒度アスコン
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表 14－９  標準配合表 

 

マーシャル試験によって決める配合のアスファルト量は、すべての基準値を満足する

範囲の中央値とする。 

  (5) (4) で決定した配合の混合物を実際に使用するアスファルトプラントで製造し、そ

の混合物について再度マーシャル試験を行い、基準値と照合する。もし基準値を満足

しない場合は、室内配合時のデータを参考にして骨材粒度又はアスファルト量を変え

て、マーシャル基準値を満足するように修正する。 

      これは室内試験で決定した配合について、実際に使用するプラントで、試し練りを

行って基準値と照合するもので、試験舗設の必要はない。 

  (6) さらに、(5)で決めた配合によって製造した混合物の最初の１日の舗設状況を観察し、

必要な場合は配合を修正し最終的な現場配合とする。 

舗設状況の観察とは、締固め程度、仕上がり表面のキメ、アスファルトのフラッシュ

の有無である。 

【参  考】 

      アスファルト量は基準値を満足する範囲内で、経済性を十分考慮して決定する。 

 アスファルト量
（％）

6.5～8.5



14－５  配合設計の手順 

  混合物の配合決定方法は次の順序にしたがって行うとよい。 

  (1) 表層用混合物の配合決定方法 

 

 

 

 

or

細粗骨材の割合及びＦ/Ａを変えな
いで数種のアスファルト量の配合
を決める。

仕様書の粒度範囲をもとにして、
目標粒度（一般には中央粒度）を
決める。（Ｆ/Ａ＝1.7程度）

マーシャル試験の基
準値を満足するか。

アスモル分のすりへり抵抗

性をチェックする。

(ﾗﾍﾞﾘﾝｸﾞ値は1.3cm
2
以下)

すべての基準値を満足する範囲の
中央値で決定する。

予定粒度を変える

改良アスファルトを
使用する。

砂の産地を変える

１．

２．

yes

yes



(2) 基層用混合物の配合決定方法 

 

  (3) 加熱アスファルト安定処理工混合物の配合決定方法 

 

【注】 基準値を満足する範囲内で経済性を考慮して決定する。 

 

細粗骨材の割合を変えないで数種
のアスファルト量の配合を決め
る。

仕様書の粒度範囲をもとにして、
目標粒度（一般には中央粒度）を
決める。

マーシャル試験の基
準値を満足するか。

すべての基準値を満足する範囲の
中央値で決定する。

石粉量をます

予定粒度を変える
yes

yes

(限度は6.5％)

石粉量をましたか
no no

 

予定粒度を変えないで数種のアス
ファルト量の配合を決める。

仕様書の粒度範囲にはいり、しか
も一定して必要な量を確保するこ
とができるような現地産材料を使
用する。

マーシャル試験の基
準値を満足するか。

すべての基準値を満足する範囲の
中央値で決定する。

石粉を加える

砕石、砂利、砂を補足する
yes

yes

(限度は5.5％)

石粉を加えたか
no no



(4) 歩道用混合物の配合決定方法 

 

 

【注】 基準値を満足する範囲内で経済性を考慮して決定する。 

【参  考】 

骨材の比重は、見掛比重（絶乾）を採用する。ただし、吸水率が 1.5％をこえる細・粗

骨材では、見掛比重と表乾比重との平均値を用いる。 

    なお、表乾比重を見掛（絶乾）比重に換算するには次式を用いる。 

 

ここに Ｇ’：見掛（絶乾）比重 

       Ｇ  ：表乾比重 

       ｒ  ：吸水率（％） 

14－６  アスファルト舗装の品質管理基準 

  (1) 抜取が困難で止むを得ず管理データによる場合の管理基準 

      片側規格の場合（締固め度）は次式を満足すれば合格とする。 

      Ｘ
－

－ｋ√Ｖ≧個々の測定値の合格判定値 

管理データが規定の試料数（表層・基層のとき、ｎ＝15、路盤のとき、ｎ＝14）に満

 

細粗骨材の割合を変えないで数種
のアスファルト量の配合を決め
る。

仕様書の粒度範囲をもとにして、
目標粒度（一般には中央粒度）を
決める。

マーシャル試験の基
準値を満足するか。

すべての基準値を満足する範囲の
中央値で決定する。

石粉量をます

予定粒度を変える
yes

yes

(限度は8.5％)

石粉量をましたか
no no
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たない場合は、その管理データを全部用いて、平均値Ｘ
－

、不偏分散の平方根√Ｖを求

め、同様の方法で合否を判定する。この場合の合格判定係数（ｋ）を表 14－10 に示す。 

      なお、ｎ、ｋは次式から求めたものである。（JIS Z 9004 参照） 

 

 

ここにＫＰは、標準正規分布における確率 pの点で 

      添字αは、生産者危険率（５％） 

          βは、消費者危険率（10％） 

          p0は、望ましいロットの不良率 

          p1は、望ましくないロットの不良率    

 

表 14－10  合格判定係数(k) 

(α＝0.05、β＝0.10) 

 

 

ｎ＝（１＋
k2

２
）（

Ｋα＋Ｋβ

Ｋρ0＋Ｋρ1
）2

 ｋ＝
Ｋp0Ｋβ＋Ｋp1Ｋα

Ｋα＋Ｋβ

 

- -1.10 5.0 25.0 -

6.3 30.0
1.12 4.6 25.0 0.94 7.0 30.0
1.14 4.1 25.0 0.97

5.1 30.0
1.16 3.7 25.0 0.98 5.8 30.0
1.19 3.2 25.0 1.01

4.0 30.0
1.22 2.8 25.0 1.03 4.6 30.0
1.28 2.0 25.0 1.06

25.0 1.12 3.0 30.0
25.0 1.17 2.3 30.0
25.0 1.25 1.5 30.0

14
15

1.59 0.3
1.46 0.7
1.37 1.2
1.31 1.7

10
11
12
13

6
7
8
9

p1

アスファルト表層・基層 路 盤

5 25.0 1.37 0.7 30.0

p0 p1 k p0

管理デ
ータ数

n k
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